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Abstract 
 
In this thesis I argue the calculation of the wave making resistance being based on Mo-
mentum theory by CIP method. 
Basic equations of liquid are 3 dimensions Compressed and Non-Compressed Na-
vier-Stokes equations, Mass preservation equation of density and density function, energy 
equation. From these equations, I separated the Activation terms and the Non-Activation 
terms, and calculated the displacement of the physical value and density function of a 
minute time i.e. Δt(n→n+1 step) by the following order. First, I calculated the Activation 
terms by CIP method to get the physical value and the value of first floor differential cal-
culus at the middle time. Second, I calculated the equation of Poisson in relation to pres-
sure to get the pressure at the next time, i.e. n+1 step. Third, I calculated the 
Non-Activation terms by CCUP method to get the physical value and the value of first floor 
differential calculus at next time. I repeated these 3 steps until final time step, and fin-
ished this repeat, finally I calculated the wave making resistance by Momentum theory 
using the value getting at final time step. 
 And I compared the result by the abovementioned method with the results of existing 
analyses of wave making resistance. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
目次 
 
第1章 緒言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 
1.1 研究背景 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 
1.2 CIP法と運動量理論に基づく造波抵抗算定 ・・・・・ 1 
1.3 論文構成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 
 
第2章 CIP法の基礎概念 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 
2.1 CIP法による移流方程式の基本解法 ・・・・・・・・ 4 
2.2 有理関数 CIP法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 
 
第3章 CIP法によるナビエ・ストークス方程式の解法 ・・・・ 14 
3.1 基本方程式 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 
3.2 CIP法による移流項の計算 ・・・・・・・・・・・ 15 
3.3 CIP-Digitizerによる界面追跡 ・・・・・・・・・・ 24 
3.4 CCUP法による非移流項の計算 ・・・・・・・・・ 27 
    3.4.1 基本方程式の非移流項 ・・・・・・・・・ 27 
    3.4.2 スタッカード格子 ・・・・・・・・・・  28 
    3.4.3 圧力計算 ・・・・・・・・・・・・・・ 29 
    3.4.4 速度計算 ・・・・・・・・・・・・・・ 35 
    3.4.5 密度計算 ・・・・・・・・・・・・・・ 38 
    3.4.6 密度関数の計算 ・・・・・・・・・・・ 39 
    3.4.7 空間 1階微分 ・・・・・・・・・・・・ 39 
    3.4.8 表面張力 ・・・・・・・・・・・・・・ 45 
    3.4.9  局所性 ・・・・・・・・・・・・・・・ 46 
3.5 流体中に浮かぶ模型船の位置計算 ・・・・・・・・ 47 
      3.6  体積補正法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 54 
           3.6.1 体積補正法の概要と必要性 ・・・・・・   54 
           3.6.2 計算格子の物性判定法 ・・・・・・・・   55 
           3.6.3 体積補正 ・・・・・・・・・・・・・・・   56 
           3.6.4 質量補正 ・・・・・・・・・・・・・・・   58 
 
第 4章 運動量理論による造波抵抗 ・・・・・・・・・・・・・ 60 
   4.1  運動量理論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 60 
   4.2 造波抵抗係数の算定 ・・・・・・・・・・・・・・ 62 
 
第 5章 数値計算 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 66 
5.1 計算領域 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 66 
5.2 物性値 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67 
5.3 計算領域における格子の設定 ・・・・・・・・・・ 68 
5.4 数値計算における模型船の要目 ・・・・・・・・・ 68 
5.5 境界条件 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 69 
     5.5.1 固相内部条件 ・・・・・・・・・・・・ 69 
     5.5.2  固相表面の境界条件 ・・・・・・・・・ 69 
     5.5.3  流入出境界条件および上端境界条件  ・  71 
         5.5.4  格子配置と境界条件の関係 ・・・・・・・  72 
第 6章 模型実験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 84 
   6.1 実験装置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 84 
        6.1.1 実験水槽 ・・・・・・・・・・・・・・ 84 
        6.1.2 模型船 ・・・・・・・・・・・・・・・ 85 
        6.1.3 計測装置 ・・・・・・・・・・・・・・ 87 
   6.2 実験方法・実験条件 ・・・・・・・・・・・・・・・ 88 
   6.3 計算方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 93 
   6.4 Newman-Sharma法 ・・・・・・・・・・・・・・ 95 
 
第 7章 実験結果および数値計算結果 ・・・・・・・・・・・・ 100 
7.1  抵抗試験および波形解析結果 ・・・・・・・・・・ 100 
7.2 数値計算結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 100 
 
第 8章 結言  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 104 
謝辞 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 105 
 
参考文献 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 106 
 
付録 1  有理関数 CIP法の性質と導出法 ・・・・・・・・・・ 108 
付録 2  フローチャート ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 120 
1 
 
第 1 章 緒言 
 
1.1 研究背景 
 
 造波抵抗とは、船体が自由表面上を航行することで船体表面の圧力変動により生
じる航走波が原因となり船体に働く流体抵抗である。従って、逆に考えれば、その
ような航走波がどのような成分で生じているかが分かれば、船体に働く造波抵抗を
計算することができるといえる。このような航走波を解析して船体に働く造波抵抗
を算定する数値解析法として、非圧縮性・非粘性流体を考慮した Newman-Sharma
法（N-S 法）、特異点分布法等が挙げられる。しかし、これらの手法により算定し
た造波抵抗の解析結果は定性的には抵抗試験による実験結果によく一致するが、数
値的には大きな差が生じている。このように実験値と解析値に差が生じる原因の仮
定として粘性の影響が考えられる。すなわち、N-S 法等の解析法では計算領域の船
体および非圧縮性非粘性流体としての水のみを考慮しているが、実際には船体およ
び非圧縮性粘性流体としての水、そして空気の非線形的な相互作用により造波現象
は生じているため、自由表面の影響としての造波現象と粘性流体の影響をそれぞれ
独立させて別々に考えるべきではない。従って、造波現象を扱うには粘性の影響、
船体、水、空気を考慮して計算を行う必要があると考えられる。そこで本研究では、
流体の圧縮性および粘性について同時に考慮できるナビエ・ストークス方程式を 3
次元非圧縮性粘性の形にして流体の基本方程式とし、これを CIP 法（Cubic In-
terpolated Propagation Method）により解き、その解を用いて、運動量理論に基
づいて造波抵抗を算定し、その結果を実験結果および N-S 法による航走波解析の
結果と比較することで、粘性の影響について考察する。 
 
 
1.2 CIP 法と運動量理論に基づく造波抵抗算定 
 
 前記したように本研究では数値計算法として CIP 法を用いる。CIP 法とは、関
数 f(x,t)で表わされる波形（以下、プロファイル）の移流方程式 を 
0





x
f
u
t
f
 
のように表わし、f(x,t)の微小時間Δt 秒後における値 f(x,t+Δt)を差分法で近似し
て求めるため、隣り合う格子[i,i+1]（または[i-1,i]）において格子点に保持されて
いる関数値と微分値の 2 つの情報を用いて、3 次補間多項式 
        iiiiiiii dxxcxxbxxaxF 
23
 
を作り、この補間式から移流方程式の解、すなわち、Δt 秒後の格子点における関
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数値および微分値を求め、これらを用い厳密解により近い形にプロファイルを再構
成していく方法である。具体的な計算については本論第 2 章を参照して頂きたい。 
 このような CIP 法を用いた流体分野の研究として、計算領域内の各格子におけ
る物性を密度関数φm により判定し、φm に関する移流方程式を解くことで自由表
面位置を時間ステップ毎に追跡していくCIP-Digitizerという手法が考案されてか
ら、弾性管内やタンク中の流れ、ダム崩壊モデルの解析等 10,14,15,16が行われ、それ
ぞれ精度の良い解析結果が得られている。船舶海洋分野においては、自由表面を持
つ計算領域での解析を必要とすることが多く波浪解析 9や船体・浮体運動解析 6,7,8
が行われてきている。しかし、船体抵抗の算定については波浪中の船体運動に対す
る抵抗増加について言及されているものはある 6が、船体抵抗の算定のみに着眼し
た研究は実質的にはほとんど行われてない。 
 本研究において計算領域の流体解析方法として、上記したような CIP 法を用い
た理由は、CIP-Digitizer によって計算領域における自由表面として波浪を扱える
ということは、船体から生じる航走波の解析に対しても CIP-Digitizer による移流
計算は有効であり、自由表面位置を精度良く追跡できると考えられ、z 方向の流体
の境界として波高ζを用いる運動量理論に基づく抵抗計算に効率良く利用できる
と考えたためである。運動量理論とは、船体より十分に離れた前後位置に調査面を
置くことで 1 つの流管とみなし、その流管内で運動量保存則を適用し、単位時間に
おける運動量の増加が、同じ時間内に流管表面と船体表面を通過する運動量の流入
量、流管表面・船体表面に働く応力の力積、および流体領域内に働く体積力の和に
等しいという考えから、船体表面に働く流体力を求める方法である。そして、本研
究ではここで得た流体力を造波抵抗 Rwとみなし、 
dydz
x
u
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2  
とした（但し、下添字Ⅰは船体前方の調査面、Ⅱは後方の調査面）。この式中の調
査面Ⅰ上で求める抵抗値の計算に用いる値は初期条件として与えられる、そして、
Ⅱにおける値は CIP 法ベースの計算によって求めることができる。また、計算領
域中のある 1 点（波形計測実験を実施した位置）における時間ステップでみた場合
の圧力変動は波形計測で得た航走波の形状に酷似するはずであるので波形再現に
も利用できると考えられる。 
 
1.3 論文構成 
 本論文では、以上のような考えに基づき、以下のような構成で論じていく。 
まず、第 1 章は序論である。第 2 章では CIP 法の基本概念について 1 次元移流
方程式の基礎的解法により提示する。さらにその後、本研究で移流計算に用いた通
常の CIP 法に対して計算結果に単調性と凹凸性を保証することで精度の良い計算
ができる有理関数 CIP 法について説明する。第 3 章では本研究で用いる基本方程
式を提示し、それらを移流項と非移流項に分離して行う CIP 法ベースの計算方法
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について提示する。また、CIP-Digitizer の基本定義、船体と流体の境界をラグラ
ジアン的な方法で追跡する船体位置の計算法および自由表面近傍の密度関数の数
値拡散を低減する体積補正法についてもここで提示する。第 4 章では運動量理論に
基づいた造波抵抗の算定法の説明するため、運動量理論の定義および抵抗計算への
応用について提示する。第 5 章では本研究で作成した数値計算プログラムにおける
計算領域や境界条件等の計算条件について提示する。第 6 章では模型実験による抵
抗試験および波形解析の実験方法等について提示する。また、波形解析法として本
研究で用いた N-S 法による数値計算の概要についてもここで提示する。第 7 章に
おいて前章までで提示した数値解析および模型実験の結果を提示する。第 8 章は考
察である。本研究における結論等を提示する。 
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第 2 章 CIP 法の基礎概念 
 
2.1 CIP 法による移流方程式の基本解法 
 
 関数 f(x,t)について次のような 1 次元の移流方程式と呼ばれる微分方程式につい
て考える。 
 
0





x
f
u
t
f
            
(2-1-1) 
 
ここで、u=const.とすると、(2-1-1)式の方程式の解は次式のような形で表すことが
できる。 
 
     0,,, utxfttutxftxf         (2-1-2) 
 
(2-1-2)式の形で表わされるこの解は、Fig. 2.1 のような初期条件の波形（以下、プ
ロファイル）f(x)が速度 u で平行移動しいていることを意味している。 
 
 
Fig. 2.1 関数の平行移動 
 
(2-1-1)式で表わされる微分方程式を差分法で近似し、その解を導くためには、格
子間を補間関数で近似することから始める。 
実際の系では速度 u は時間的、空間的には const.ではなく常時変化していくもの
である。しかし、微小時間Δt であれば、各格子点 xi上では速度 uiはそれぞれ const.
であるとみなすことができる。従って、(2-1-2)式は、 
u 
ut 
f(x) 
t=0.0[sec] t=t[sec] 
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     ttuxfttttuxfttxf iii ,,,      (2-1-3) 
 
(2-1-3)式より、Δt 秒後の物理量 f は、ある時刻 t における格子点 xi上の物理量
が既知であれば求めることができるといえる。 
 このような移流方程式の差分法における解法は、2 点間を 1 次関数で線形補間す
る 1次風上差分法や 3 点間を 2次関数で補間する Lax-Wendroff法により行うのが
容易である。これらの解法による例を Fig. 2.2 に示す。まず、Fig. 2.2(a)に示すよ
うに初期条件として 
 
 
 

 

otherwise     0
50x20     1
xf  
というステップ関数値を与え、u=1.0 の一定速度で x 方向にΔt=0.2[sec]で 301 ス
テップだけ移流させたとする。この 301 ステップ目の厳密解を Fig. 2.2(b)、(c)に
赤線で、補間法による解を青丸で、(b)には 1 次風上差分法によるもの、(c)には
Lax-Wendroff 法によるものを示す。Fig. 2.2(b)、(c)からも分かるようにこれらの
補間法ではプロファイルが移動するに従って解が緩やかになっていたり、数値振動
やオーバーシュートするため、その精度は良いとは言い難い。 
 
 
 
(a)初期条件(20＜x＜50 では f(x)=1、それ以外では f(x)=0) 
 
Fig. 2.2 矩形波が u=const.で移流する場合 
(u=1.0、dt=0.2、dx=1.0、格子数 150、計測ステップ 301) 
-0.2
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件
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x 
初期条件(f) 
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(b) 1 次風上差分法 
 
 
  
(b)Lax-Wendroff 法 
 
Fig. 2.2 矩形波が u=const.で移流する場合 
(u=1.0、dt=0.2、dx=1.0、格子数 150、計測ステップ 301) 
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そこで用いるのが、Cubic Interpolated Propagation 法(以下、CIP 法)である。
この CIP 法は、格子 2 点間[i、i＋1]の各格子点上において格子点に保持されてい
る値および微分値の 2 つの情報を用いて 3 次補間多項式 F(x)を作り、解を求めて
いく方法であり、上記した解法より精度よく移流方程式を解くことができる。この
方法を用いる上で考慮しなければならないことは、多項式中に各格子点に保持され
る関数値と微分値を利用する以上、その関数値とともに微分値をも時間発展させる
必要があることであるが、速度 u=const.、すなわち、∂u/∂x=0 である場合に(2-1-1)
式を x で空間微分すると、 
 
 0     i.e.     0 













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


x
u
g
x
g
u
t
g
x
g
u
x
u
g
t
g
     
(2-1-4) 
（但し、本章では、
x
f
g


 を表すものとする。） 
 
となり、(2-1-4)式は(2-1-1)式に一致するといえるので、微分値 g も関数値 f と同様
に速度 u で移流していくといえる。従って、関数値 f とその微分値 g の時間発展を
移流方程式に基づいて追跡きることになる。 
 例えば、Fig. 2.3(a)のように n ステップ目において黒丸で表わされるような関数
値をもつプロファイル（実線）が連続空間で破線のように移動するとしたら、次の
n+1 ステップ目における関数値は白丸となり、破線は厳密解といえる。しかし、(b)
のように白丸のみで表わされた場合には破線、すなわち、厳密解を想定することは
困難である。一般的には、(c)のように近似線を想定して線形補間することでプロフ
ァイルを再構成するが、前記したように関数値のみを用いて線形補間するような次
数の低い補間では数値拡散やオーバーシュートが生じ、精度の良い計算ができない。
従って、(d)のように関数値だけではなく、傾き、すなわち微分値（矢印）も移流
させ、傾きも考慮してプロファイルを構成し直し、元の形へと近づけていく必要が
あるといえる。 
以下に n ステップ目における 1 次元の物理量 fiの CIP 法に基づく基礎的な補間
法について述べる。 
 まず、隣り合う 2 点[i、i＋1]間の格子内部におけるプロファイルを表す次のよう
な 3 次補間多項式を作る。 
 
        iiiiiiii dxxcxxbxxaxF 
23
      (2-1-5) 
 
(2-1-5)式の 4 つの未知数 ai、bi、ci、diを「格子点間の端点で関数値および微分値」
という条件から決定する。但し、ここでは速度 u は、u＜0 とする。すなわち、i
における値は格子点間[i、i+1]のプロファイルを表す関数 Fi+1(x)が移流してきたと 
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Fig. 2.3 CIP 法の原理 
 
みなせる。 
 まず、x=xiにおいて、 
 
  niii fdxF              (2-1-6) 
  n
iupi
i gc
dx
xdF

           
(2-1-7) 
 
次に、x=xi+1において 
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(2-1-8) 
(a) (b) 
(c) (d) 
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(2-1-9) 
(2-1-8)、(2-1-9)式より、 
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従って biは、 
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(2-1-10) 
 
これより、aiは、 
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(2-1-11) 
 
以上の式をまとめると 4 つの未知数 ai、bi、ci、diは以下のようになる。 
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(2-1-12) 
 
ここで上添字の n は時間を意味する n ステップ目を表すものとする。また、ここ
では、  0    
1






u
xxD
iiup
iiup
 であると定義してきたが、速度が正（u≧0）の場合、
すなわち、隣り合う 2 点の格子点[i‐1、i]のプロファイルを表す多項式 Fi-1(x)が移
流してきたとすると、単に  0    
1






u
xxD
iiup
iupi
 とするだけでよく、4 つの未知
数 ai、bi、ci、diの式はすべて u＜0 の時と同じでよいといえる。従って、格子点 i
におけるΔt 秒後の次のステップ（n+1 ステップ目）の関数値および微分値は、こ
の n ステップ目におけるプロファイルを uΔt だけ移動したものであるといえるの
で、(2-1-3)式を考慮して、 
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すなわち、 
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n
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n
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1
      (2-1-13) 
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
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(2-1-14) 
 
但し、 tu    (2-1-15) 
 
このように移流方程式を解いた場合、Fig. 2.4 にようになる。Fig. 2.4 では、CIP
法を用いた時の変化を詳しくみるため、初期条件として与えるステップ関数の値を 
 
 
 

 

otherwise     0
70x30     1
xf  
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として Fig. 2.2 の場合より範囲を大きくとり、Δt=0.1[sec]で 451 ステップ移流さ
せた。451 ステップ移流後の CIP 法による解は Fig. 2.2(b)、(c)と比較しても数値
の緩やかな変動や過度なオーバーシュートがなくなっており、その精度がかなり良
くなっていることが分かる。 
 
 
 
 
Fig. 2.4 矩形波が u=const.で移流する場合(CIP 法) 
(u=1.0、dt=0.1、dx=1.0、格子数 150、計測ステップ 451) 
 
 
2.2 有利関数 CIP 法（RCIP 法） 
 
 通常、CIP 法は上記してきたような方法で移流計算を行うが、今回は有理関数
CIP 法（以後、RCIP 法）を用いる。この方法を用いることで計算結果は単調性と
凹凸性を維持される。Fig. 2.5 は CIP 法によって数値計算した Fig. 2.4 と同条件で
RCIP 法により数値計算したものを表わしているが、Fig. 2.4 と比較しても数値拡
散が抑えられ、より精度良く計算することができることが分かる。RCIP 法の性質
と導出については付録 1 に記載するので参照して頂きたい。 
 RCIP 法でも、通常の CIP 法同様に、格子点 i におけるΔt 秒後の次のステップ
(n+1 ステップ目)の関数値および微分値は、n ステップ目におけるプロファイルを
uΔt だけ移動したものであり、それぞれ以下のように表わされる。 
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但し、 tu    (2-2-3) 
 
 (2-2-1)、(2-2-2)式中に含まれる未知数 ai、bi、B、S は以下のように表わされる。 
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ここで D および iup は、前節同様に、 
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また、αは switching パラメータであり、α∈[0,1]となる。RCIP 法ではα=1 と
するが、α=0 とすると Fig. 2.6 を見ても分かるように通常の CIP 法に戻る。 
 
移流方程式が 1 次元線形方程式である場合には、2.1、2.2 で述べてきた方法で解
くができるが、多次元非線形方程式である場合には、多次元の非移流項が移流方程
式中に生じるため、それについて考慮しながら CIP 法により考えていく必要があ
る。このことについては次章で NS 方程式の移流項の解法の説明とともに行う。 
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Fig. 2.5 矩形波が u=const.で移流する場合 
(有理関数 CIP 法) 
(u=1、dt=0.1、dx=1、格子数 150、計測ステップ 451、α=1) 
 
 
 
Fig. 2.6 矩形波が u=const.で移流する場合 
(α=0 における有理関数通 CIP 法と通常の CIP 法の比較) 
(u=1、dt=0.1、dx=1、格子数 150、計測ステップ 451) 
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第 3 章 CIP 法によるナビエ・ストークス方程式の解法 
 
3.1 基本方程式 
 
本研究では 3 次元の非圧縮性粘性流体モデルを考えるため粘性流体の運動方程
式であるナビエ・ストークス方程式（以下、NS 方程式）を用い、ベクトル表現で
次のように表わされる。 
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(3-1-1) 
 
 ここで、P は圧力[kg・m/sec2]、ρは密度[kg/m3]、μは粘性係数[kg/m・sec]、
とし、外力として重力のみが働いているとして外力項 K=(0,0,－g)、さらに表面張
力項 Fs=(Fsx,Fsy,Fsz)とする。ゆえに(3-1-1)式を各軸方向に分けて書くと、 
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圧縮および非圧縮の連続の式として、 
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また、計算領域中に気層・液相・固相の三相を考慮し、この三相を統一的に解く
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ため非移流項の計算に CCUP 法を用いる。従って、基本方程式としてさらに密度、
3.3 項で定義する密度関数φm に関する質量保存式、および、エネルギーの式を用
い、ベクトル表示ではこれらは以下のように表わされる。 
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 理想気体の状態方程式として、 
 
RTP               (3-1-10) 
 
ここで CSは音速、R は空気のガス定数（=287.3[J/(kg・K)]）、T は絶対温度[K]を
表わすものとする。 
このようにして表わされる基本方程式を｢移流項｣と｢非移流項｣に分離して考え
る。まず、移流項の計算に CIP 法を導入し、初期値として与える n ステップ目の
物理量、および、その空間 1 階微分値を用いて、中間的な物理量およびその空間 1
階微分値を算出する。この計算において、前章で記したような考え方で格子点間の
補間のために 3 次補間多項式 F(x)を作り、3 次補間を行うことにより中間的な物理
量とその空間 1 階微分値を算出するものとする。次に移流項の計算で求めた中間的
な物理量とその空間 1 階微分値を用いて、非移流項の計算を行い n+1 ステップ目
の物理量とその空間 1 階微分値を求める。非移流項の計算には前述したように
CCUP 法を用いる。 
 
 
3.2 CIP 法による移流項の計算 
 
前章でも述べたように、非線形方程式も CIP 法を考えて解くことができる。こ
こではまず計算手順の説明のために 1 次元の基本方程式を以下のように記述する。 
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ここで f は物理量、H は移流項以外の全ての項をまとめたものを表すとする。ここ
で f=(un,vn,wn,Pn,ρn)とし、上添字 n は移流項計算前の n ステップ目を表わすもの
とする。この 1 次元の基本方程式を「移流項」と「非移流項」に分離して考える必
要があるため、(3-2-1)より、 
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(2)式において物理量 f に関して空間の 1 階微分方程式を作ると、 
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(3-2-2)、(3-2-3)式より「移流項」および「非移流項」は以下のように分離できる。 
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(3-2-4)、(3-2-5)式で表わされる移流項を計算するために、前章で記したような CIP
補間を利用して補間を行う。 
 求める 2 点[i,i+1]間の格子内部におけるプロファイルを表す 3 次補間多項式を、 
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とする。式中に存在する 4 つの未知数 ai、bi、ci、diは(2-1-12)式で表わされ、 
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と表わされる。但し、  0    
1
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

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
u
xxD
iiup
iiup
 であり、同様に、2 点[i－1,i]間のプロ
ファイルを表す補間多項式 F(3)i‐1(x)の場合には、  0    
1






u
xxD
iiup
iupi  
として、
ai、bi、ci、diを全く同じ形で、表すことができる。従って、＊ステップ目における f
の関数値および、微分値は(2-1-13)、(2-1-14)式と同じ形で 
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n
ixiiii
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(3-2-11)  
但し、 tu      (3-2-12)  
 
となる。 
 本研究のように多次元の移流方程式を考慮する場合には方向分離法を利用する
ことで計算領域全体の移流を計算することができる。 
 
 
 
Fig. 3.1 方向分離法 
B 
A 
y 
z 
x 
①u 
②v 
③w 
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 方向分離法について考えるために Fig. 3.1 および次のような物理量 fについての
3 次元の移流方程式を考える。 
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(3-2-12) 
 
Fig. 3.1 において、A 点から B 点に移流するには、実際に図のように x、y、z 方
向に対して斜めに速度 u、、v、w で移流する。しかし、方向分離法では、Fig. 3.1
の点線矢印で表わされるように、まず、A 点から x 方向に速度 u で移流し、次に y
方向に速度 v で移流、そして、z 方向に速度 w で移流し、B 点に至るというふうに
考える。また、破線矢印で表わすように y 方向に速度 v、z 方向に速度 w、x 方向
に速度 u で B まで移流するという考え方もできる（但し、実際に計算するとその
解は一致しないことが多く、このように考えることができるのは CIP 法における
補間の精度がよいためである）。 
 このような考えに基づいて(3-2-12)式を見てみると、次のように x、y、z 方向に
時間ステップを 3 段階に分けて 1 次元移流方程式として解くことができる。 
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上式中の＊／3、および、2＊／3、＊は時間ステップを表すものとする。これら 3
つの式を用いて＊ステップ目の物理量 f を求めるには、以下のように 3 つのステッ
プに分けて CIP 法を考えて解いていく必要がある。但し、fxと同様に、 
 
z
f
f
y
f
f zy





        ,        
 
(STEP1) 
(3-2-13)式より x 方向の移流について CIP 法を適用するとして、fnおよび fxnより
＊／3 ステップ目の f＊／3および fx＊／3を求める。 
 
(STEP2)  
(3-2-14)式より y 方向の移流について CIP 法を適用するとして、f＊／3および fy＊／3
より 2＊／3 ステップ目における f2＊／3および fy2＊／3を求める。 
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(STEP3) 
(3-2-15)式より z 方向の移流について CIP 法を適用するとし、f2＊／3および fz2＊／3
より＊ステップ目における f＊および fz＊を求める。 
 
この計算過程で考える必要があるのが、(STEP2)で用いる fy ＊／3および(STEP3)
で用いる fz2＊／3である。この 2 つの値は 1 つ前のステップで CIP 法により求める
ことができないので別の方法で求める必要がある。通常は、風上差分法に基づいた
M 型 CIP 法、または、独立変数として f、fx、fy、fzに fxy、fyz、fzxの 3 つを加える
ことで、これまでみてきた CIP 法と同程度の精度の計算を行う C 型 CIP 法を用い
て、（STEP2）の fy ＊／3、および、（STEP3）の fz2＊／3を 1 つ前のステップで求め
る。可能ならば、より精度よく計算するために C 型 CIP 法を利用したいところだ
が、独立変数の増加による計算量とメモリーの増加のため、解析に必要とする計算
領域を十分に確保できないため、本研究では以下のようにして fxy、fyz、fzxの 3 つ
を考えることでこれらの値を計算する。 
 
 (STEP1) 
fnおよび fxnを用いて(3-2-10)、(3-2-11)について(3-2-9)式で表わされる 4 つの未
知数 ai,bi,ci,diをそのまま利用し、f＊／3および fx＊／3を求める。 
 fxn、fyn、fznおよび CIP 法で求めた fx＊／3を用いて、fy＊／3および fz＊／3を求める。 
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(STEP2) 
 (STEP1)で求めた f＊／3、fy＊／3を用い、y 方向の移流として f2＊／3および fy2＊／3
を、 
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但し、 tv          (3-2-20) 
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4 つの未知数 aj, bj, cj, djは、 
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但し、  0    
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fx
＊／3、fy＊／3、fz＊／3および CIP 法で求めた fy2＊／3を用いて fx2＊／3および fz2＊／3
を求める。 
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(STEP3) 
(STEP2)で求めた f2＊／3、fy2＊／3を用い、z 方向の移流として f＊および fz＊を求め
ると、 
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但し、 tw           (3-2-26) 
 
4 つの未知数 ak, bk, ck, dkは 
21 
 





















 





 



3
*2
3
*2
3
*2
3
*2
2
3
*2
3
*2
3
3
*2
3
*2
2
3
*2
3
*2
23
2
kk
kzk
kupzkz
kupk
k
kupk
kupzkz
k
fd
fc
D
ff
D
ff
b
D
ff
D
ff
a
             
(3-2-27) 
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＊／3、fy2＊／3、fz2＊／3および CIP 法で求めた fzn+1を用いて fxn+1および fyn+1を求
める。 
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以下に示す Fig. 3.2(a)～(d)はそれぞれ矩形波を表わす 3 次元移流方程式を方向
分離法による CIP 法により解いたものであり、その初期条件として与える関数値
は 
 
 
 

 

otherwise0
0,2010,2010     1
),,
　　
zyx
zyxf  
とし、x、y、z 軸方向の移流速度 u=1.0[m/sec]、v=1.0[m/sec]、w=0.0[m/sec]、微
小変位⊿x=⊿y=⊿z=1.0[m]で⊿t=0.1[sec]として 300 ステップ移流させる。ここで
(a)は初期条件、(b)は 300 ステップ後の厳密解、(c)は CIP 法による解、(d)は R-CIP
法による解を表している。これらのグラフを見ても分かるように方向分離法を用い
ることで多次元の場合においても、精度良く解を得ることができる。また、R-CIP
法においては単調性、凹凸性を保っていることが視て取れる。 
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(a) 初期条件(10<x<20,10<y<20,z=0 では f(x,y,z)=1  それ以外では f(x,y,z)=0) 
 
 
 
 
(b) 厳密解(⊿t=0.1[sec],301 ステップ) 
 
Fig. 3.2 矩形波に対する CIP 法による 3 次元移流方程式の解 
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(c) CIP 法による解 
 
 
 
(d)R-CIP 法による解 
 
Fig. 3.2 矩形波に対する CIP 法による 3 次元移流方程式の解 
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3.3 CIP-Digitizer による界面追跡 
 
 今回の研究は、計算領域中に液体、気体、船体（および固定壁面）の 3 つの物性
が存在する場合を考える多相流体問題である。そのため、これらの強非線形的な相
互作用を考える必要がある。その中でも船体が進行することで変形する自由表面は
非圧縮流体の気体と液体という異なる物性の境界面となるので、これをどう表現す
るかが数値計算の中で最大の難問といえる。 
異相界面を追跡するためにそれぞれの相を明確に区別する必要がある。そこで密
度関数φmを用いて、異なる物性を表現し、各時間ステップにおける各相の界面を
追跡していく CIP-Digitizer を利用する。 
CIP-Digitizer による異なる物体の表現のために、密度関数φmnを用いて(3-1-9)
式のような基本方程式を定義し、これより次のような移流方程式を作る。 
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ここで m=1，2，3 はそれぞれ液相、気相、固層として定義する。今回の解析では
後述する実験状態に合わせて、1 は水（清水）、2 は空気、3 は船体、水槽壁面およ
び底面を意味するとする。また、φmは 0≦φm≦1 であり、自由表面位置をφ1=φ
2=0.5 の等直面、および、φ1=φ2=0.5 となる等値線が通過する格子も気液界面と
みなす。 Fig. 3.3 に密度関数φm の初期分布を示すので参考にして頂きたい。 
(3-3-1)式よりφmについて解くが、このままの形で解くと数値拡散が生じるため、
φm をφm のみに依存する関数 Hm に変数変換してから Hm の移流方程式として解
き、数値拡散の影響を低減する。従って、まず、関数 Hmをφmnの tangent 関数と
して以下のように変数変換する。 
 
  5.0tan 99  nmnm CH          (3-3-2) 
 
ここで C99は、Hmnがφmn=0 の時に Hmn=－∞に、φmn=1 の時に Hm=∞になるこ
とを防ぐための無次元パラメータであり、関数 Hmnは(φm ‐0.5)に対して Fig. 3.4
のようになる。本研究では、 
 
99.099 C             (3-3-3) 
 
とした。(3-3-2)式で表わされる Hmを用いて(3-1-6)式の基本方程式、(3-3-1)式の移
流方程式を変換すると、 
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(3-3-5)式を前述してきたような CIP 法により解き、つぎの中間的な時間ステップ
での Hm＊を得る。その値を逆変換してφm＊の値を求める。 
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このようにして密度関数φmを解いた場合、Fig. 3.5 のようになる。Fig. 3.5 から
も分かるように、0，1 で表わされる厳密解に対して精度良く解を導いていること
が分かる。 
 本研究では、ここで示した密度関数の tangent 変換を用いる方法で液相を表わす
φ1を計算し、固相を表わすφ3を 3.5 節で記すラグラジアン的な方法でその値を計
算し、それぞれの境界を追跡する。また、気相を表わすφ2は(3-3-1)式より、 
 
312 1                           (3-3-7) 
 
但し、上記した計算で求めたφm＊値が数値拡散で 1 以上 0 以下となる場合は、1
以上であれば 1，0 以下であれば 0 とする。 
 
Fig. 3.3 密度関数φmの初期分布 
φ1=1 , φ2＝0 , φ3＝0 
φ1=0 , φ2＝1 , φ3＝0 
φ1=0, φ2＝0 , φ3＝1 
Free Surface 
φ1=0.5, φ2＝0.5 , φ3＝0 
Water 
Air 
Model Ship 
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Fig. 3.4 密度関数φmの tangent 変換 
(但し、0≦φm≦1) 
  
 
 
 
Fig. 3.5 CIP-Digitizer による密度関数φmの追跡 
(u=1.0,dt=0.02,dx=1.0,格子数 151,計測ステップ 1001) 
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3.4  CCUP 法による非移流項の計算 
 
3.4.1 基本方程式の非移流項 
 
 非移流項の計算には、全てのマッハ数に対して安定した数値解が得られる圧縮
性・非圧縮性の統一解法である CIP-CUP（Combined United Procedure）法（以
下、CCUP 法）を用いる。 
 3.1 節で表わした基本方程式および(3-3-4)式で定義したφmの tangent 変換 Hm
の基本方程式から非移流項のみ（移流項以外）を取り出して表わすと以下のように
なる。 
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(3-4-1)～(3-4-4)式を次のように離散化すると、 
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3.4.2 スタッガード格子 
 
 本研究には Fig. 3.6 で表わすようなスタッガード格子を用いる。この格子は圧力
P、密度ρ、および、密度関数φmを格子中央の配置し、x、y、z 方向の速度 u、v、
w を各方向に 1/2 ずつずらして配置する。 
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Fig. 3.6 スタッガード格子 
 
3.4.3 圧力計算 
 
計算領域内の各格子点における圧力を求めるために(3-4-5)、(3-4-6)、(3-4-7)式お
よび(3-4-12)式を用いて圧力に関するポアソン方程式を求める。 
(3-4-5)式より、 
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となり、この式を x 方向に空間 1 階微分すると、 
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(3-4-6)式より、 
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となり、この式を同様に y 方向に空間 1 階微分すると、 
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(3-4-7)式より、 
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となり、この式を同様に z 方向に空間 1 階微分すると、 
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(3-4-14)~(3-4-16)式を(3-4-12)式に代入すると、 
 




































































z
P
z
t
z
w
y
P
y
t
y
v
x
P
x
t
x
u
Cs
t
PP
n
kji
kji
n
kjikji
n
kji
kji
kji
kji
n
kji
1
2
1,,2
1,,
1
,
2
1,,2
1,
1
,,
2
1,,2
1
2
,,
,,
1
,,
                                                                                                   
























































2
12
2
1,,
2
12
,
2
1,
2
12
,,
2
1
2
1,,,
2
1,,,2
1
2
,,
,,
1
,,
111
                                          
z
P
y
P
x
P
t
z
w
y
v
x
u
tCs
PP
n
kji
n
kji
n
kji
kjikjikjikji
kji
n
kji


 
31 
 
 12
*
*
22
,,
,,
1
,, 1 








n
kji
kji
n
kji
P
ttCs
PP

u
 
 
従って、 
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となり、(3-4-17)式が圧力に関するポアソン方程式である。 
 
 この圧力に関するポアソン方程式を数値計算で解くために、多次元連立方程式の
解法の 1 つである SOR 法（Successive Overrelaxation Method：逐次緩和法）を
利用する。この SOR 法は反復法の 1 つであり、1＜ω＜2 の値をもつ過緩和パラメ
ータ（Overrelaxation Parameter）ωを用いて以下のように表わされる。 
 
      1111 1          i.e.            qqqqqqq yxxxyxx    (3-4-18) 
但し、y は近似解ベクトルを表わすものとする。 
 
ここで(3-4-18)式は、初期値 xi,j,k(0)から開始し、q ステップ目までの計算結果が
計算領域全体で求められているとすると、そこから仮の(q+1)ステップ目の値
yi,j,k(q+1)を計算し、前回の値（q ステップ目の値）xi,j,kqとの差に緩和係数ωを掛け
た値と前回の計算結果の値（q ステップ目）xi,j,kqの和を計算して、真の q+1 ステ
ップ目 xi,j,kq+1の値を求めることを意味する。 
SOR 法により計算領域内の各格子点における q+1 ステップ目の圧力を求めるた
め、(3-4-17)式を以下の式に変形する 
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すなわち、 
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(3-4-12)式を SOR 法で解くために次のように表わす。 
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両辺を(⊿x)2・(⊿y)2・(⊿z)2倍すると、 
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この式を Pi,j,k(q+1)で表わすため、 
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従って、 
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ここで第 1 項の中括弧を A と置いて変形すると、 
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これをまとめると、Pi,j,k(q+1)は、 
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(3-4-23) 
 
従って、真の q+1 ステップ目の圧力値 Pi,j,kq+1を求めるには、(3-4-18)式より、 
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ここで(3-4-17)式が解けたか否かを判断するには、全ての格子点での収束誤差 err
が収束判定値ε以下になるかどうかであり、収束誤差 err は次のように求める。 
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q
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ゆえに、収束判定条件は、 
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この(3-4-24)式を全ての格子点で満足できたならば、反復計算は収束したとみなせ
る。実際の数値計算では、(3-4-24)式を 
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と表わすことができるので、収束誤差 err は、 
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となり、各ステップでの err の初期値は 0 とするので上式は、 
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となるので、収束判定値εは、 
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(3-4-27) 
 
 収束誤差の初期値 err0とし、(3-4-17 )式の計算を計算領域全体で 1 度実行し、各
格子点において、(3-4-26)式の右辺と現在の収束誤差 errnowを比較し、より大きな
値のほうを新たな収束誤差 errnowとする。仮にすべての格子点で(3-4-26)式を満足
させていたならば、この時点で反復計算は終了となり、このときの各格子点におけ
る Pi,j,kq+1の値が圧力に関するポアソン方程式の解となり、n+1 ステップ目の圧力
値が決定する。また、全ての格子点で満足することが不可能であった場合は、ここ
で求めた Pi,j,kq+1の値を用いて再度計算領域全体で同様の計算を行う。このような
計算を計算領域全体で(3-4-26)式を満足するまで繰り返す、または、事前に設定し
た最大反復回数 SORMAXまで計算を繰り返す。そして、そのときの Pi,j,kq+1の値を
同様に圧力に関するポアソン方程式の解とみなし、n+1 ステップ目の圧力値とする。 
 
 
3.4.4 速度計算 
 
 n+1 ステップ目の速度を求めるため、(3-4-5)～(3-4-10)式を用いる。 
(3-4-5)、(3-4-6)式より un+1を求めるため u＊＊を消去するので、 
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として、un+1は、 
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(3-4-28) 
 
同様にして、(3-4-7)、(3-4-8)式より vn+1を求めるため v＊＊を消去するので、 
 




















 y
PP
tvv
n
kji
n
kji
kji
kjikji 2
1
1
,1,
1
,1,
,
2
1,
,
2
1,,
2
1, 
  



































































kji
kjiy
kjikjikjikji
kjikjikjikji
n
kjikji
Fs
z
v
y
v
x
v
z
w
y
v
x
u
y
tvv
,
2
1,
,,
1,
2
1,
2
2
,
2
3,
2
2
,
2
1,1
2
2
,
2
1,
2
1,,,
2
1,,,2
1
,
2
1,
1
,
2
1,,
2
1,
                                           
3
1




 
 
として、vn+1は、 
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(3-4-29) 
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同様にして、(3-4-9)、(3-4-10)式より wn+1を求めるため w＊＊を消去するので、 
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となり、wn+1は、 
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これらの式を見ても分かるように、スタッカード格子を用いて(3-4-7)式から速度を
求める場合、求める速度 u、v、w は圧力 P によりちょうど両側から挟まれた中心
差分の形になっている。 
従って、実際の数値計算上では u、v、w においては、 
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と書き直して表わす方法を用いて、 
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と表わすが、これは単に計算に用いる u、v、w の位置をどういう数値で数えるか
の違いであり、実際には i、j、k を書き直す前の(3-4-20)～(3-4-21)式の形で u、v、
w は表わされているものとする。 
 また、(3-4-31)～(3-4-33)式の中括弧内の含まれる粘性項の計算には 2 次の中心差
分を用いる。 
 
 
3.4.5 密度計算 
 
n+1 ステップ目の密度を求めるために(3-4-11)、(3-4-12)式より 
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となり、これよりρn+1は、 
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3.4.6 密度関数の計算 
 
密度関数に関しても n+1 ステップ目の値を求める必要がある。ここでは、直接
n+1 ステップ目の密度関数φmn+1を求めるのではなく、移流項の計算で求めた中間
的な密度関数φm*の tangent 変換 Hm*を用いて(3-4-13)式より Hmn+1求め、Hmn+1
を逆変換して、φmn+1を求めるものとする。 
また、(3-4-11)、(3-4-13)式より 
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となり、これより Hmn+1は、 
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 (3-4-35)式で求められた Hmn+1を用いて、(3-3-4)式と同様にして n+1 ステップ
目の密度関数φmn+1を tangent 逆変換として求める。 
但し、3.3 節と同様に求めたφmn+1値が数値拡散により 1 以上 0 以下になる場合
は 1 以上の時は 1、0 以下の時は 0 とする 
 
 
3.4.7 空間 1 階微分 
 
前述したように、CIP 法による移流項の計算には各物理量のステップ毎の空間 1
階微分値が必要となる。そのため、非移流項の計算において、n+1 ステップ目の各
物理量および密度関数の空間 1 階微分値を計算しておく必要がある。 
計算手順を説明するために次のような 3 次元基本方程式を定義する。 
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(3-4-36) 
 
ここで f は物理量および密度関数（u、v、w、P、ρ、Hm）、F は移流項以外の全
ての項をまとめたものを表わすものとする。 
まず、x 方向の空間 1 階微分を求める。 
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(3-4-36)式を x で偏微分すると、 
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(3-4-37)式より、 
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となり、これを整理すると 
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 (3-4-37)式の移流項は、 
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(3-4-39) 
 
(3-4-38)、(3-4-39)式より、(3-4-38)式から移流項を取り除き非移流項のみで表わす
と、 
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より、 
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(3-4-40) 
ゆえに、n+1 ステップ目の x 方向の空間 1 階微分を求めるため(3-4-40)式を離散
化すると、 
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よって、n+1 ステップ目の x 方向の空間 1 階微分は 
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(3-4-41) 
 
同様にして y 方向の空間 1 階微分を求める。 
(3-4-36)式を y で偏微分すると、 
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(3-4-42)式より、 
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となりこれを整理すると、 
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(3-4-42)式の移流項は、 
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(3-4-43)、(3-4-44)式より、(3-4-43)式から移流項を取り除き非移流項のみで表わす
と、 
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より、 
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ゆえに、n+1 ステップ目の y 方向の空間 1 階微分を求めるため(3-4-45)式を離散
化すると、 
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よって、n+1 ステップ目の y 方向の空間 1 階微分は 
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(3-4-46) 
 
同様に z 方向の空間 1 階微分を求める。 
(3-4-36)式を z で偏微分すると、 
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(3-4-47)式より、 
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となり、これを整理すると、 
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(3-4-47)式の移流項は、 
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(3-4-48)、(3-4-49)式より、(3-4-48)式から移流項を取り除き非移流項のみで表わす
と、 
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より、 
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ゆえに、n+1 ステップ目の z 方向の空間 1 階微分を求めるため(3-4-50)式を離散
化すると、 
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よって、n+1 ステップ目の z 方向の空間 1 階微分は、 
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数値計算上では(3-4-41)、(3-4-46)、(3-4-51)の[ ]内の u、v、w の x、y、z 方向
に関する偏微分の i、j、k を書き直して、 
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と表わすが、実際には、各方向の空間 1 階微分は i、j、k を書き直す前の(3-4-41)、
(3-4-46)、(3-4-51)式で表わされる。 
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3.4.8 表面張力 
 
 表面張力 Fs=(Fsx,Fsy,Fsz)の算出には、変分定式化手法 
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を用いるものとし、(3-4-55)式中で、σは表面張力係数であり、水と空気の境界面
ではσ=0.074[N/m2]となり、 
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とすると、 
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従って、 
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ゆえに各軸方区の表面張力は、 
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3.4.9 局所性 
 
 基本方程式中に含まれる各値のうち、音速 Cs および粘性係数μはこれまで示し
てきた計算過程の中でその値を直接的に求めることができず、さらにこれらの値は
三相で異なる値をもつため、計算領域中に局所的に存在する三相に応じて Cs およ
びμの値を変化させて決める必要がある。 
 まず、音速 Cs は以下の式で定義することができる。 
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ここで、K は体積弾性率[kg/m・sec2]、γは比熱比を表わす。本研究では気相に空
気、液相に水を定義しているので、(3-4-65)式より気相、および液相における音速
の 2 乗 Ca2、Cw2を以下のように表わすものとする。 
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ここで、空気の比熱比γ=1.4、水の体積弾性率 2.22×109[kg/m・sec2]とする。 
 このようにして表わされる各相の音速を用いて基本方程式を解くための局所音
速の 2 乗 Cs2を、密度関数φ1を用いることで以下のように定義する。 
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同様に、気相の粘性係数をμa、液相の粘性係数をμw、として局所粘性係数μを表
わすと、 
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3.5 流体中に浮かぶ船体の位置計算 
 
 流体中に浮かぶ模型船は固相を表わす密度関数φ3で表わされ、本研究では固相
は剛体であるものとして取り扱う。従って、ここではφ3の計算には 3.3 のような
計算で＊ステップ目の値を求めずに以下に示すように固相の境界をラグラジアン
的な方法で追跡し、n ステップ目の固体位置から逆算する方法で計算する。 
 今、模型船が L 個の領域によって構成され各領域内で密度は一定であるとする。 
 ここで模型船の 3 次元運動を模型船の重心の平行運動速度(um,vm,wm)、およびそ
れに対する回転運動ωmに分解する。固相を表わす密度関数φ3(l=1,2,…,L)を用い
て模型船の重心座標(xm,ym,zm)を、 
 
   dVkjikjix
M
x
L
l
V
l
m
m 


1
3 ,,,,
1

            
(3-5-1) 
 
   dVkjikjiy
M
y
L
l
V
l
m
m 


1
3 ,,,,
1

            
(3-5-2) 
   


L
l
V
l
m
m dVkjikjiz
M
z
1
3 ,,,,
1

             
(3-5-3) 
 
とする。但し、V は計算領域を表わすものとする。 
 模型船の総質量はφ3を用いて 
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従って、模型船の重心の平行運動の移動速度(um,vm,wm)は、 
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模型船の質量はラグラジアン的に保存するので、(3-5-5)～(3-5-7)の第 2 項は 0 と
なるため、 
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また、
dt
dzw
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v
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dxu    ,    ,  とすると、(3-5-8)～(3-5-10)式は、 
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従って、(3-5-11)～(3-5-13)式の時間の 1 階微分は、 
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となり、(3-5-14)～(3-5-16)式を離散化させると、 
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但し、ここでは Mmも離散化させる必要があり、 
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統一解法では圧力は固体内部においても解くことになるので、NS 方程式より
du/dt、dv/dt、dw/dt は、 
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従って、(3-5-17)～(3-5-19)式および(3-5-21)～(3-5-23)式より、模型船の＊ステッ
プ目の重心の平行運動の速度は、 
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次に模型船の回転運動について考える。 
密度関数φ3に基づいて模型船の慣性モーメントは、 
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と表わす。これを離散化すると、 
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となる。 
 ここで、模型船の回転運動の駆動力であるトルクを考える。 
 模型船の重心位置ベクトルを rm=(xm,ym,zm)で表わす。点 rp=(xp,yp,zp)において力
Fp=(Fpx,Fpy,Fpz)が働くと考えると、模型船の重心に対する回転運動の駆動力である
トルクΓpを以下のように定義される。 
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ここで、 
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とする。 
従って、全トルクの計算式は、 
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ゆえに、(3-5-33)式を離散化すると 
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となり、(3-5-29)式から格子点(i,j,k)におけるトルクは、 
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力 FPは流れ場の計算から 
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となる。トルクを求めることができれば回転運動加速度は、 
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で求めることができる。従って、＊ステップ目の角加速度は、 
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で更新される。 
以上のように並進および回転運動速度を求めることができれば、模型船の移動速度
Vms=(ums,vms,wms)は、R=(x‐xm , y‐ym , z‐zm)、Ω=(－ωm
＊, －ωm＊, －ωm＊)
とすると 
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となり、 
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従って、(3-5-40)式より＊ステップ目の ums、vms、wmsは 
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よって、模型船を表わす密度関数φ3の移流方程式の式は 
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と表わされ、φ3の tangent 変換を用いて 
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となり、(3-5-41)～(3-5-43)式で表わされる速度場を用いて、 
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となる。これを離散化すると、 
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(3-5-47) 
 
ゆえに、(3-5-47)式で求めた H3 を(3-3-6)式のように tangent 逆変換すれば＊ステ
ップ目のφ3を求めることができ、模型船の境界を追跡できるができる。 
 
 
3.6 体積補正法 
 
3.6.1 体積補正法の概要と必要性 
 
本研究では、3.3 で述べたように液相、気相、固相の 3 相を密度関数φmを用い
て定義し、φmを計算領域中の各格子に割り当て、密度関数の移流方程式を CIP 法、
CCUP 法により解いていくことで次の時間ステップにおける各格子における物性
を決定していく。しかし、移流方程式を解くことで生じる気液界面近傍の数値拡散
は、単調性と凹凸性を維持する RCIP 法を用いても完全に抑制しきることはできず、
多少の数値誤差が生じる。この数値誤差が生じることで気液界面がぼやけ、時間ス
テップを進めるごとに数値誤差が気液界面から離れた格子におけるφm の値にま
で影響を与える。これにより生じる問題が計算領域中の液相体積の保存である。 
計算領域中における液相体積の初期値 V0 は液相を表わす密度関数φ1 値の積分
により 
dxdydzV
V 10               (3-6-1) 
で表わされるが、φ1値が数値誤差より徐々に Fig. 3.3 のような初期分布の値から
ずれていけば、計算領域中の液相体積も変化していき、本来変化するはずのない計
算領域中の液相体積がある時間ステップにおいて初期液相体積よりも過大、または、
過小になっているという事態が生じ、液相体積の保存ができていないことになる。
このような気液界面のぼやけによるφ1 値の数値誤差を許容していると、時間ステ
ップが進むにつれて気液界面近傍において、φ1の値が液相では 1 に近いが 1 では
なく、気相では 0 に近いが 0 ではない値をとり、以後の更なる数値誤差の発展を起
こす。これにより前節までに述べてきた移流計算の破綻や次章で述べる運動量定理
による造波抵抗算定、および第 6 章で述べる境界条件の設定への影響が出るため、
数値誤差の除去または削減により液相体積の保存を確立する必要がある。そこで本
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研究では、体積補正および質量補正からなる体積補正法により液相体積の保存を行
う。 
まず、体積補正はある時間ステップにおける体積誤差を求め、それを計算領域全
体の気液界面格子の総体積で除することで気液界面格子 1 格子あたり平均的な体
積補正量を算出する。そして、その値を液相を表わす密度関数φ1 に付加または差
し引くことで気液界面近傍の数値誤差を解消し、真値に近づける。 
しかし、体積補正は密度関数に対する生成的な取り扱いのため、気液界面近傍の
0<φ1<1 となる格子の影響で計算領域内での全質量の保存が確立されない恐れが
あるため、体積補正の後に全質量を保存するための質量補正を行う。 
質量補正は、体積補正同様、まずある時間ステップにおける質量誤差を求め、そ
の値を気液界面近傍の 0<φ1<1 となる領域Ωの体積で除することで 1 格子当たり
の平均的な質量補正量を算出する。そして、その値を領域Ω内の格子のφ1 値から
一様に差し引くことで密度関数φ1の真値に近づける。 
このような計算を行い計算領域内の液相体積の保存を確立する。以下に上記した
計算の具体的な方法を記す。 
 
 
3.6.2  計算格子の物性判定法 
 
液相の体積補正を行うにあたり、まず計算領域における各格子の物性を正確に気
液界面のぼやけに関係なく正確に判別する必要がある。そこで本研究ではφ1 値を
用いて無次元距離を計算し、その結果から気液界面となる格子を判定する。 
まず、前章でも述べたように密度関数φmは 3次元スタッカード格子の中心(i,j,k)
に配置され、液相を表わすφ1の値に応じて以下のように格子の物性が決定される。 
 
 
 






気相
気液界面
液相
        5.0
        5.0
        5.0
1
1
1



 
また、φ1=0.5 となる等値線が通過する格子も気液界面とみなす。 
Fig. 3.7 のようにある格子 n と周囲の 6 個の格子（k=1~6）を考える。各格子の
密度関数の値をφ1nおよびφ1kとし、φ1=0.5 の等値線が通過するかどうかを判別
する。格子 n および k に関してφ1=0.5 が存在する無次元距離 l(k)は格子中心から
次のように求める。 
 
 
nk
kkl
11
15.0




             (3-6-2) 
 
気液界面格子は(3-6-2)式の計算結果より以下のような判定条件を設定する。 
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（判定条件 1）φ1n<0.5  かつ  φ1k≧0.5 ならば 
             ＜判定条件 1-1＞ l(k)<0.5 ならば格子 n が気液界面格子 
         ＜判定条件 1-2＞ l(k)≧0.5 ならば格子 k が気液界面格子 
（判定条件 2）φ1n>0.5  かつ  φ1k≦0.5 ならば 
             ＜判定条件 2-1＞ l(k)≦0.5 ならば格子 n が気液界面格子 
         ＜判定条件 2-2＞ l(k)>0.5 ならば格子 k が気液界面格子 
 
このようにして物性を判定した格子を用いてある時間ステップ n における液相
体積を以下の式及び条件で求める。 
 
  Vn dxdydzDrV 1           (3-6-3) 
但し、          
 
 
 




気相　
気液界面格子
液相格子
            0
      
             1
kj,i,1,,1

kji
Dr
 
 
 
Fig. 3.7 気液界面格子の判定 
 
 
 
3.6.3 体積補正 
 
計算領域中の液相体積を保存するために体積補正を行う。 
ある時間ステップ n における液相体積 Vn は(3-6-3)式より計算されるので、
φ11 φ12 
φ13 
φ14 
φ16 
φ15 
x 
z 
y 
φ1n 
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(3-6-1)式で計算された初期液相体積 V0との差をとることである時間ステップにお
いて液相体積が初期液相体積と比べてどれだけ過大または過小になっているかを
知る液相体積誤差 Verrが計算できる。 
 
0VVV nerr                           
(3-6-4) 
 
次にこのような体積誤差を修正する必要がある。そこで、計算領域内の気液界面
格子の総体積 At を 
   
 d x d y d zSAt
V kji ,,1                    
(3-6-5) 
但し、                    






気相格子
気液界面格子　
液相格子
       0
       1
       0
,,1



kji
S   
 
として求め、Verrを At で除することで気液界面格子 1 格子当たりの平均体積補
正量を算出する。 
 
At
V
V errcorr 
                        
(3-6-6) 
 
このようにして求めた体積補正量 Vcorr を用いて計算領域中の各格子の密度関数
φ1の値を補正する。まず、Verr<0 の場合、液相体積が過小、すなわち、液相体積
が初期液相体積よりも小さくなっているので、液相および気液界面格子のφ1 値か
ら Vcorr を差し引きし、気相格子のφ1 値に Vcorr を付加することで液相体積を補正
する。次に、Verr≧0 の場合、液相体積が過大、すなわち、液相体積が初期液相体
積より大きくなっているので、液相格子に Vcorr 値を付加し、気相、気液界面格子
に Vcorrから差し引くことで液相体積を補正する。従って、 
 
Verr<0 の場合 
 
 





気相　　　
液相・気液界面　
     
          
11
11
corr
corr
V
V


       (3-6-7) 
Verr≧0 の場合 
 
 





気液界面・気相
液相
         
         
11
11
corr
corr
V
V


      (3-6-8) 
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また、ここで求めたφ1 値が 1 以上 0 以下となる場合は、3.3 節同様に 1 以上の
場合は 1，0 以下の場合は 0 とする。 
 
 
3.6.4 質量補正 
 
計算領域中の全質量の保存を確立するために体積補正後に質量補正を行う。 
まず、計算領域中の液相の全質量の求め方としては、 
 
dxdydzM
kjiV
W ,,1
           (3-6-9) 
 
として求める。従って、(3-6-9)式を用いて初期全質量 M0およびある時間ステッ
プ n における全質量 Mnを求め、これらの差をとることである時間ステップにおい
て液相全質量が初期液相全質量と比べてどれだけ過大または過小化を知る液相全
質量誤差 Merrが計算できる。 
 
0MMM nerr             (3-6-10) 
 
次にこのような質量誤差を修正する必要がある。前述したように質量誤差は気液
界面近傍の 0<φ1<1 となる格子の影響により計算領域内の全質量が保存されてい
ないことから生じるので、気液界面近傍の 0<φ1<1 となる領域Ωのある時間ステ
ップにおける体積 At を、 
 
 

V
ndxdydzSAt             (3-6-11) 
但し、           
 
 

 

o t h e r w i s e     0
10      1
,,1 kji
nS

 
 
従って、領域Ωにおける単位格子あたりの質量補正量 Mcorrは、 
 
At
M
M errcorr                       (3-6-12) 
 
ゆえに、領域Ω内の格子におけるφ1値から質量補正量 Mcorrを一様に差し引く
ことで質量誤差を与えているφ1値を補正する。 
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corrM 11             (3-6-13) 
 
上記してきた体積補正および質量補正を交互に繰り返して計算領域中の体積お
よび質量の補正を行う。しかし、一連の計算を 1 度行えば必ず液相体積および全質
量の保存がなされるとは言い切れず、保存がされないまま次の計算過程に進んでし
まいかねない。そこで、液相体積および全質量の相対誤差をそれぞれ 
 
0V
V
V
err
relaerr   および 
0M
M
M
err
relaerr        (3-6-14) 
 
とし、両方の値に対する閾値εを設定し、(3-6-14)式で求めた値が共にその閾値を
下回る、または最大反転数 ReMAX に達するまで 3.6.2~3.6.4 の計算を繰り返して
計算領域の体積および全質量の誤差修正を行う。 
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第 4 章 運動量理論による造波抵抗 
 
4.1 運動量理論 
 
 一般力学の運動量保存則によると、1 つの質点系における単位時間当たりの運動
量の変化は、その系に外部から働く力の総和に等しく、その系の内部で質点間に働
く力は互いに打ち消され力の総和に関係しなくなる。 
 流体の場合は、この質点系として無限に多くの流体分子、すなわち、連続体を考
えると運動量保存則は流れにおいても適用できるとみなせる。 
 まず、Fig. 4.1 に示すような一様流 U のある流体領域において、空間固定の物体
および物体を囲む空間固定の閉曲面を考える。ここで物体を囲む閉曲面を S、物体
表面を S0、流体流域を V、さらに S および S0における流体に対して内向きの単位
法線ベクトルを n、流体の応力テンソルを P とする。そして、このような流体領域
において運動量保存則を適用する。 
 
 
Fig. 4.1 流体領域の運動量保存則 
 
運動量保存則より V 内の流体の運動量の単位時間当たりの増加 
 
 
V dVdt
d
u
            
(4-1) 
 
は、同じ時間内に面 S、S0を通過する運動量の流入量 
 
  dS
SS  0 nuu            
(4-2) 
 
面 S、S0における応力の力積 
U 
S0 
V 
S 
調査面 
n 
n 
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dS
SS   0 nP              
(4-3) 
 
および、V 内の流体に働く体積力 K の力積 
 
dV
V K              
(4-4) 
 
の和に等しくならなければならないので、 
 
  dVdSdSdV
dt
d
VSS SSV      KnPnuuu  0 0    
(4-5) 
 
となり、これを運動量理論と呼ぶ。(4-5)式において、u・n はある曲面に対する流
速の法線方向成分を、P・n は法線方向ベクトルの定める曲線に働く単位面積当た
りの力のベクトルを表わす。 
 ここで、流れが定常であるとすると、流体は連続体であるために領域内の運動量
は保存され変化しない、すなわち、単位時間当たりの面 S、S0を通過する運動量の
流入量と面 S、S0 に働く圧力の力積の和は変化しないといえる。従って、(4-5)式
は、 
 
0 dVdt
d
V
u
            
(4-6)  
 
また、物体表面 S0では、粘性流体の場合には速度 0 となる no-slip 条件より、 
 
0Son           0

nu
            (4-7) 
 
が成り立つので、 
 
 
  
0
0
S
dSnuu
          
(4-8) 
となる。 
 
さらに、物体表面 S0に働く単位面積当たりの流体力のベクトル F は、 
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dS
S  0 nPF              
(4-9) 
 
となるので、(4-5)式は(4-6)、(4-8)、(4-9)式より 
 
   
  dVdSdS
dVdSdSdSdS
VSS
VSSSS




KFnPnuu
KnPnPnuunuu


0  
0
00  
(4-10) 
 
とすると、 
 
   dVdSF
VS  

KnuunP        (4-11) 
 
となる。 
 
 
4.2 造波抵抗係数の算定 
 
 次に、物体進行方向の流体抵抗を考えるため、Fig. 4.2 のように流体に対する運
動量保存則を考察してみる。 
 船より十分に離れた調査面Ⅰ、Ⅱを考えると、この 1 つの流管の境界面は水面、
船体表面、水底、および船体の左右無限遠方に考えた 2 つの鉛直面である。そして、
調査面Ⅰは、船体の上流遠方の x 軸に垂直な面、調査面Ⅱは、船体の下流遠方の x
軸に垂直な面であるとする。 
 大気圧 P0は自由水面（気液界面）の境界面上で釣り合っており、重力は z 方向
に働くので考えないで済む。従って、問題となるのは平面Ⅰ、Ⅱの上の圧力と船体
表面から出てくる力となる。そこで運動量保存則を適用するために(4-11)式につい
て考えてみる。 
 まず、本論のように物体の進行方向の流体の抵抗について考える場合、体積力項
は無視できるので、 
 
 
    S dSnuunPF          (4-12) 
 
ここで、応力テンソル P と法線ベクトル n の積は、 
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さらに、速度ベクトル u と法線ベクトル n の積は 
 
zyx
z
y
x
wnvnun
n
n
n
w
v
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








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
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
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

nu        (4-14) 
 
であるため、(4-12)式は、 
 
     dSwnvnunρunτnτnσF
S
zyxzzxyyxxxx         
(4-15) 
    dSwnvnunρunτnσnτF zyxzzyyyxxyy  
S        
(4-16) 
     dSwnvnunρunσnτnτF zyxzzyyzxxzz   S      
(4-17) 
 
 
Fig. 4.2 船体抵抗の調査面 
Ⅱ Ⅰ 
U 
－z 
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64 
 
 “流管”の管壁や流れの中に置かれた物体から流体に働く流れを妨げようとする
力の総和を R とすると、R はその反力として物体に働く流体の力、すなわち、流
体抵抗とみなし、考えることができる。従って、Fig. 4.2 から x 方向の流体力が流
体抵抗成分とみなせるので、(4-15)～(4-17)式のうち x 方向の力を表わす(4-15)式を
Fx=Rと考えられる。さらに上記した調査面の定義より調査面Ⅰ上で u=Uとなる、
また、法線ベクトルとして x 軸に垂直な yz 平面の法線ベクトル、すなわち、x 軸
方向を向いた法線ベクトルをとるので、法線ベクトルは n=(1,0,0)と表れるので
(4-15)式は、 
 
   dydzudydzUFR xxx   Ⅱ ⅡⅠ Ⅰ  
22        (4-18) 
 
すなわち、 
 
dydzudydzdydzUdydzR xx   ⅡⅡ ⅡⅠⅠ Ⅰ
22 
   
 (4-19) 
 
調査面Ⅰ、Ⅱは 1 つの流管における水面、船体表面、水底および船体の左右無限遠
にある境界面としての 2 つの鉛直面なので、y の範囲は－∞＜y＜∞、z の範囲は調
査面Ⅰにおいて－∞＜z＜0、調査面Ⅱにおいて－∞＜z＜ζ となるので、(4-19)式
は 
 
dydzudydzdydzUdydzR xx     

 

 

 

 


 2
0
2
0
ⅡⅠ    (4-20) 
 
(4-20)式により流体抵抗計算するには式中の x 方向の垂直応力σx を既知とする必
要がある。Newman-Sharma 法のように非粘性流体を考える場合は、単に、 
 
Px                          (4-21) 
 
と置けばよいが、本研究では気相（空気）、液相（水）ともに粘性流体であるとみ
なしているため、 
 
x
u
Px


  2
3
2
u
              
 (4-22) 
 
とし、単に圧力だけでなく、流体の膨張収縮や各軸方向の伸縮変形も考慮しなけれ
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ばならない。しかし、(4-23)式における計算領域はあくまで液相のみを考えている。
前章までで述べてきたように液相は非圧縮流体とみなしているため∇・u=0 となり、
(4-22)式は、 
 
x
u
Px


  2                  (4-23) 
 
となる。また、調査面Ⅰに関しては、u=U の一様流であるため(4-23)式第 2 項が０
となるのは必然であるので、調査面Ⅰにおける垂直応力σxⅠは(4-21)式で表わされ
る非粘性流体における式に一致することになる。 
従って、(4-23)式は以下のように表わされる。 
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このように表される抵抗 R を本研究では造波抵抗 Rwとしてみなし、以下のように
垂線間長 Lpp[m]および排水容量∇[m3]で無次元化した造波抵抗係数 CwL、CwDを
求める。但し、U は船速[m/sec]、ρは密度[kg/m3]とする。 
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第 5 章 数値計算 
 
5.1 計算領域 
 
 本研究における数値計算上で用いる計算領域は本学の船舶運航性能実験水槽お
よび使用模型の要目に合わせて考慮するものとする。従って、その x、y、z 方向の
計算領域は、 
 
[m]      2   :
[m]      5    5:
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
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～任意
～　
～
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とした。計算領域中の座標原点は模型船水線面の船体中心にとるものとし、その
座標系は空間固定とする。また、z 軸正方向の領域は模型船の乾舷+2 格子とする。 
 
 
Fig. 5.1 計算領域および座標軸 
2[m] 
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5[m] 
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5.2 物性値 
 
 本研究の数値計算で用いた物性値およびその基本値について Table. 5.1 に記す。
Table. 5.1 において気相、液相の密度ρおよび動粘性係数νは水槽実験日の水槽気
温、水温から得た数値を利用し、粘性係数をμ=ρ・νで算出した。また、大気圧
P0は理想気体の状態方程式である(3-1-10)式から求めた。 
 
Table. 5.1 基本物性値および定数値 
 
時間ステップ Δt [sec] 0.01 
重力加速度 g [m/sec2] 9.8 
気温 T [℃] 30.6 
密度(液相)  ρw [m3] 996.85 
密度(気相) ρa [m3] 1.161 
動粘性係数(液相) νw [m2/sec] 0.883×10－6 
動粘性係数(気相) νa [m2/sec] 16.0036×10－6 
粘性係数(液相) μw [kg/m・sec] 8.3×10－4 
粘性係数(気相) μa [kg/m・sec] 1.858×10－5 
大気圧 P0  P0 [N/m2] 101267.4  
ガス定数 R  [J/(kg ・K) 287.3 
表面張力係数 σ  [N/m] 0.074 
清水の体積弾性率 Kw [kg/m・sec2] 2.22×109 
比熱比 γ   1.4 
 
 (3-6-1)、(3-6-9)式を用いて計算領域中の液相の体積および質量の初期値を与える。
使用模型船によりそれぞれ Table. 5.2 のようになる。 
 
Table. 5.2 液相体積および質量の初期値 V、W 
 
  汐路丸 1/100幅広コンテナ船型 
初期液相体積 V [m3] 223.33  133.29  
初期液相質量 W [kg] 224974.8 132035.8 
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5.3 計算領域における格子の設定 
 
 本研究における計算領域に配置する格子の大きさについて述べる。 
 まず、格子の大きさは x 方向には Lpp/20[m]で等間隔格子、y、z 方向には模型
船と水槽の寸法からその大きさを決定していった不等間隔格子を配置した。すなわ
ち、座標原点付近の非圧縮性の気相と液相の両流体の境界近傍で模型船の形状およ
び流体の動性を再現するため細かい格子を配置し、座標原点から遠い箇所では幅の
大きい格子を配置し、y、z 方向については隣り合う格子幅のスケール比を 15％以
下とした。Table. 5.3 に使用模型船による格子数、x 方向の格子幅Δx、y,z 方向の
格子の最小幅Δymin、Δzminおよび最大幅Δymax、Δzmaxを記す。 
 
Table. 5.3  格子幅 
 
  汐路丸 1/100幅広コンテナ船型 
格子数 84×112×122 83×108×120 
Δx [m] 0.135 0.0815 
Δymin [m] 0.064 0.06 
Δymax [m] 0.1 0.1 
Δzmin [m] 0.02 0.0202 
Δzmax [m] 0.0215 0.023 
 
 
5.3 数値計算に利用する模型船要目 
 
 本研究で使用した 2 つの模型船の詳細な要目は次章で提示するが、ここではその
うち数値計算で利用する数値のみを先んじて記しておく。 
 
Table. 5.4 数値計算に利用する模型船要目 
 
  汐路丸 1/100幅広コンテナ船模型 
垂線間長さ Lpp [m] 2.7 1.63 
幅 B [m] 0.587 0.3 
喫水 Dra [m] 0.176 0.1115 
排水容量 V [m3] 0.155 0.0417 
x方向重心位置 xm [m] 0.0166  0.243 
y 方向重心位置 ym [m] 0  0 
z 方向重心位置 zm [m] 0.0186  0.0265 
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第 3 章で述べたように本研究では、模型船を密度関数φ3=1 で表わす。汐路丸模
型に関しては OFF SETS Table からその形状を把握し、計算領域中の船体位置に
φ3=1を分布させた。しかし、1/100幅広コンテナ船模型に関してはOFF SET Table
を保持していないため、その形状を正確に取得できなかった。従って、1/100 コン
テナ船型模型に関しては重心位置を変えずに、模型船の垂線間長さ、型幅、型深さ
と同値の箱型模型を考えて計算を行う。 
 
5.5 境界条件 
 
数値計算中に各格子における物性、配置によっては物理量及び密度関数に対して
境界条件を適用する必要がある。以下に本研究で適用した境界条件を記す。 
 
5.5.1 固相内部条件 
 
本研究において固相となるのは模型船および固定壁、固定底面であり、これらの
内部では当然のことながら流れは存在しない。さらに、固相内部には圧力が生じず、
固相の密度も考慮しないとすれば 
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(5-5-1) 
 
 
5.5.2 固相表面の境界条件 
 
 本研究では固相の表面には no-slip 条件を適用する。この条件は、流体とこれら
の表面の間には摩擦が存在するため、表面上では流体粒子が表面に付着してしまい、
すべりが存在しないという仮定に基づいて、表面における流速の各方向成分は 0
となるというものであり、 
 
   0,0,0,,      i.e.      0  wvuu           (5-5-2) 
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と表わされる。従って、no-slip 条件、すなわち、(5-5-2)式が固相表面上で常に成
立しているとすると、速度の空間 1 階微分値も 0 とみなせ、 
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となる。ゆえに、(3-1-1)～(3-1-9)式の基本方程式から考えても分かるように固相表
面上での圧力、密度、密度関数の空間 1 階微分値もまた 0 となる、すなわち、 
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このような固相表面における物理量および密度関数の値および空間 1 階微分値
の境界条件を与えるため、数値計算上では、3 次元スタッカード格子を利用するこ
とを考慮して速度 u、v、w とそれ以外のもの f＝(P、ρ、Hm)に分け、次のように
それぞれを取り扱う。 
 まず、速度については Fig. 5.2 のように壁面に垂直な流速成分はちょうど壁面上
に配置されるので、これを 0 とする。また、壁面に平行な流速成分は壁面から距離
にして 1/2 格子だけ離れているので、壁面境界で 0 となるように Fig. 5.2 のように
壁面内部を表わす格子に逆向きの流速を設定する。また、速度の空間 1 階微分値に
関しては、壁面に隣接する格子点の速度を配置した 6 つの点において、壁面に接す
る軸方向への空間 1 階微分値を 0 とする、すなわち、Fig. 5.2 においては速度 u、
v、w の y 方向の空間 1 階微分値を 0 とする。 
 次に、速度以外のもの f については、速度のような特別な取り扱いは行わず、壁
面内部では 5.5.1 で示した固相内部条件を適用し、壁面に隣接する格子において、
壁面に接する軸方向の空間 1 階微分値を 0 とする。従って、Fig. 5.2 においては f
の y 方向の空間 1 階微分値は速度と同様に 0 とする。 
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Fig. 5.2  no-slip 条件 
 
 
5.5.3 流入出条件および上端境界条件 
 
物体まわりの流体の数値計算をするためには Fig. 5.1 のようにその物体が存在
する領域において流れを計算する必要があり、上記してきた no-slip 条件およびそ
れに基づく条件だけではなく、この計算領域の境界に与える条件として、この領域
に入ってくる流体および領域から出ていく流体を考慮して設定しなければならな
い。ここではそれぞれ流入境界条件および流出境界条件としておく。 
まず流入境界条件として計算領域中に存在する模型船船首側から船尾側への流
れを考え、Fig. 5.3 の赤斜線部分をその適用範囲として、次のように設定する。 
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(5-5-5) 
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ここで U は模型船船速（曳航電車速度）、ρaは気相密度、ρwは液相密度とする。
このように表わされる流入境界条件を常に固定して与えるものとする。 
 次に流出境界条件として Fig. 5.3 の緑斜線部分で表わされる船尾端側の境界端
をその適用範囲して、次のように 
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 また、Fig. 5.3 の青斜線部分を適用範囲とするような z 方向上端の境界は気相お
よび固相（固定壁面）が境界外へ連続しているとみなして境界条件を決める必要が
あり、次のように設定する。 
 
0   ,   0   ,   0   ,   0   ,   0   ,   0 

















z
H
zz
P
z
w
z
v
z
u m  
(5-5-7) 
 
 
5.5.4 格子配置と境界条件の関係 
 
 流体の数値計算をする上で重要となるのが利用する格子における物理量および
密度関数の位置関係と境界条件の適用法である。今研究で利用する 3 次元スタッカ
ード格子は圧力および密度と速度が 1／2 ずつずらして配置されているが第 3 章で
も述べたように数値計算上においては単に u、v、w の位置をどのような数値で数
えるかの問題であるので第 3 章同様に u、v、w においては 
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として書き直して表わしても問題はない。ここでは u、v、w の i、j、k をこのよ
うに変換した数値で以下を論じることにする。但し、ここで i、j、k はそれぞれ x、
y、z 方向の制御変数、NX、NY、NZ はそれぞれ x、y、z 方向の最大変数とし i、j、
k の範囲は、2≦i≦NX、2≦j≦NY、2≦k≦NZ とする。また、Fig. 5.4～7 は本研
究において用いた x-y、x-z 平面における格子配置と物理量および密度関数の境界
条件の関係について表わしている。 
まず、5.5.1 で定義した固相内部条件から考える。本研究では固相として模型船、
および、固定壁面、固定底面を考慮する必要があるため、数値計算上では前述して
きたように固相を表わす密度関数φ3 を定義することでそれぞれの存在を意味する
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格子を配置する。それぞれの格子の位置としては、模型船は初期位置としてFig. 5.1
で表わされる原点位置、固定壁面は j=2、NY、固定底面は k=NZ で表わされる。
しかし、本研究では壁面表面の境界条件として no-slip 条件を考慮していることか
ら固相を表わす格子全てに(5-5-1)式で表わす物理量の値を適用できない。ゆえに、
3 次元スタッカード格子を用いていることを考慮して各物理量および密度関数の
固相内部条件として以下のように定義する。 
 
○固相内部条件（固定壁、固定底面） 
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但し、(5-5-8)、 (5-5-9)式において、  mHPwvuf ,,,,,   とする。 
 
○固相内部条件（模型船） 
 
 m
kjikjikji
kji
kjikjikji
HPwvuf
z
f
y
f
x
f
u,v,w,P,ρff
,,,,,       0    ,      0      ,     0 
                                   0                               
1     ,      0       ,    0   
,,,,,,
,,
,,3,,2,,1













但し、
但し、  
 (5-5-10) 
 
次に 5.5.2 で定義した no-slip 条件について考える。固相位置は密度関数φ3によ
り定義されているので、固相表面上に適用される各物理量および密度関数の
no-slip 条件を数値計算上で定義することは容易である。 
まず、固定壁面には y 方向の no-slip 条件が適用される。3 次元スタッカード格
子を用いていることを考慮すると、Fig. 5.4 をみても分かるように y 方向の速度
vi,j,k は j=3、NY のとき固定壁面表面上にあるので、(5-5-2)式が適用される。速度
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ui,j,k、wi,j,kは no-slip 条件を成立させるために j=2、NY において、それぞれ j=3、
NY‐1 の値に－を付けた値を当てはめる。また、5.5.2 で述べたように壁面に隣接
する格子の速度を配置する6つの点において壁面に接する軸方向の空間1階微分値
を 0 とするので、j＝3、j＝NY だけでなく j=4、j=NY‐1 における vi,j,kの y 方向
の空間 1 階微分値を 0 とし、速度 ui,j,k、wi,j,kの y 方向の空間 1 階微分値は j=3、
NY‐1 の場合のみ 0 とすればよい。その他の各物理量および密度関数に関しては
j=2、j＝NYにおいて固相内部条件が適用されるので j=3、j＝NY‐1にy方向no-slip
条件が適用される。すなわち、j=3、NY‐1 において y 方向の空間 1 階微分値を 0
とする。従って、固定壁面における no-slip 条件は以下のように定義される. 
 
○no-slip 条件（固定壁面） 
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固定底面には z方向no-slip条件が適用される。固定壁面同様に考えると、Fig. 5.5
をみても分かるように、z 方向の速度 wi,j,kは k=NZ のとき固定底面表面上にある
ので(5-5-2)式が適用される。速度 ui,j,k、vi,j,k は no-slip 条件を適用させるために
k=NZ において k=NZ‐1 の値に－を付けた値を当てはめる。また、固定壁面と同
様に速度の空間 1 階微分値について考えると、wi,j,kの z 方向の空間 1 階微分値は
k=NZ－1 および k=NZ において 0 とする必要がある。そして、速度 ui,j,k、vi,j,kの
z 方向の空間 1 階微分値は k＝NZ‐1 の場合のみ 0 とすればよい。その他の各物理
量および密度関数に関しては k=NZ において固相内部条件が適用されるので
k=NZ‐1 に z 方向の no-slip 条件が適用される。すなわち、k＝NZ－1 において z
方向の空間 1 階微分値を 0 とする。従って、固定底面における no-slip 条件は以下
のように定義される。 
 
○no-slip 条件（固定底面） 
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計算領域中に存在する模型船表面まわりの no-slip 条件は 3 次元スタッカード格
子であることを考慮して固相を表わす密度関数φ3により以下のように定義する。 
 
○no-slip 条件（模型船まわり） 
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 次に、5.5.3 で記したような流入出条件の数値計算上で適用するために x 方向の
境界端に流入出条件を適用するための格子を配置する。従って、i=2 および i=NX
番目の格子に対して流入境界条件および流出境界条件をそれぞれ適用することに
なる。 
流入境界条件として各物理量および密度関数を(5-5-5)式のように定める。また、
計算領域外には(5-5-5)式で定める各物理量値および密度関数の仮想格子が連続し
ていると仮定して流入境界条件を適用する格子ではそれぞれのx方向の空間1階微
分値は 0 であるとする。 
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次に流出境界条件として(5-5-6)式を適用するため、各物理量および密度関数の値
は 1 つ前の値、すなわち、i=NX‐1 番目の値をコピーして用いる。 
 以上のことより、流入出境界条件を以下のように設定する。 
○流出境界条件（i=NX） 
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(5-5-17) 
 
また、(5-5-7)式のような上端境界条件を計算領域の z 方向上端における各物理量
および密度関数に適用する。本研究では、計算領域上端の各物理量および密度関数
は、計算流域上端外部に隣接する仮想格子における値に等しいとして、z 方向の空
間 1 階微分値を 0 とし、Fig. 5.5、5. 7 からも分かるように k=2 となる各物理量お
よび密度関数にこの条件を適用する。 
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○上端境界条件(k=2) 
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 第 3~5 章で述べてきた理論および計算条件を用いて、Visual Basic2008 により
造波抵抗係数の算定を行う数値計算プログラムを作成した。Fig. 5.8 にプログラム
の Main フローチャートを示す。また、付録 2 に作成したプログラムを、付録 2
に Fig. 5.8 フローチャート内に記されたサブプロシージャの詳細を提示するので
参考にしていただきたい。 
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Fig. 5.3 流入出境界条件 
y 
x O 
x 
z 
O 
(6-5-6)式 
(6-5-5)式 
(6-5-5)式 (6-5-6)式 
流出境界条件 
流入境界条件 上端境界条件 
固定壁面、固定底面 
(6-5-7)式 
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Fig5.4 格子配置と速度の境界条件（x-y 平面） 
（但し、▷：ui,j,k 、▵：vi,j,k 、□：wi,j,k 
赤：流入境界条件、緑：流出境界条件、黄：no-slip 条件、灰色：固相内部条件） 
(2,NY,k ) (NX,NY,k) 
(NX,2,k) (2,2,k) 
y 
x 
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Fig. 5.5 格子配置と速度の境界条件（x-z 平面） 
（但し、▷：ui,j,k 、□：vi,j,k 、▿：wi,j,k 
赤：流入境界条件、緑：流出境界条件、青：上端境界条件、黄：no-slip 条件、
灰色：固相内部条件） 
(2,j,NZ ) (NX,j,NZ) 
(NX,j,2) (2,j,2) 
z 
x 
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Fig. 5.6 格子配置と圧力・密度・密度関数の境界条件（x-y 平面） 
（但し、赤：流入境界条件、緑：流出境界条件 
黄色：no-slip 条件、灰色：固相内部条件） 
 
(2,NY,k ) (NX,NY,k) 
(NX,2,k) (2,2,k) 
y 
x 
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Fig5.7 格子配置と圧力・密度・密度関数の境界条件（x-z 平面） 
（但し、赤：流入境界条件、緑：流出境界条件、青：上端境界条件 
黄色：no-slip 条件、灰色：固相内部条件） 
 
 
(2,j,NZ ) (NX,j,NZ) 
(NX,j,2) (2,j,2) 
z 
x 
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Fig. 5.8 数値計算プログラムの流れ（Main フローチャート） 
変数の宣言 
④CCUP 法による非移流項の計算 
(n+1 ステップ目の物理量および
その空間 1 階微分値の計算) 
②CIP 法による移流項の計算 
(＊ステップ目の物理量およびそ
の空間 1 階微分の計算) 
③圧力に関するポアソン方程式
の SOR 法による収束計算 
(n+1 ステップ目の圧力計算) 
① 計算領域の設定 
(密度関数の初期条件の設定) 
計算領域中の各物理量の値とそ
の 1 階微分値の初期条件の設定 
⑥造波抵抗係数 Cw の計算 
(運動量理論による) 
Sub MainDa-
taIN 
Sub MainActi-
vation 
Sub MainPois-
son 
Sub MainNonActi-
vation 
Sub 
 MainWMR 
Sub MainVolumeCor-
rection 
⑤体積補正による計算領域におけ
る密度関数の再計算 
END 
START 
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第 6 章 模型実験 
 
6.1 実験装置 
 
6.1.1 実験水槽 
 
実験には東京海洋大学船舶運航性能実験水槽を利用し、抵抗試験及び波高計測を
実施した。実験水槽の概要は以下のようになっており、Fig. 6.1 の実験設備図を示
す。 
 
長さ：50[m]    ,    幅：10[m]    ,    深さ：2[m] 
 
 実験水槽は曳航電車が 1 台、東端に造波装置、西端に消波装置、さらに水槽の両
側端には昇降可能な側面消波板が設置されている。また、曳航電車の最高速度は
1.2[m/sec]であり、計測レール北部の作業用台は昇降装置が取り付けられている。 
 
 
 
 
 
Fig. 6.1 実験水槽に設置された主な実験装置 
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6.1.2 模型船 
 
 実験には 2.7m 汐路丸模型（縮尺比 17.04）および 1/100 幅広コンテナ船模型を
利用した。Table. 6.1 にそれぞれの要目を、Table. 6.2 にそれぞれの模型船の特徴
を示す。また、Fig7.2 に 2.7m 汐路丸模型のライン図を、Photo6.1、6.2 にそれぞ
れの模型船の写真を示す。 
 
Table. 6.1 模型船の要目 
 
 
Table. 6.2 模型船の特徴 
 
 
 
Fig. 6.2  2.7m 汐路丸模型のライン図 
  
汐路丸 コンテナ船 
本船 2.7m 模型 実船 基本船型模型 1/100幅広船型模型 
垂線間長 Lpp [m] 46.0  2.70  163  1.63  1.63  
水線長さ [m] 46.851 2.750        
全長 Loa [m] 49.93 2.930  173.04  1.7304  1.7304  
幅 B [m] 10 0.587  26.0  0.26  0.30  
深さ D [m] 3.8 0.223  21.00  0.21  0.21  
喫水 d [m] 3 0.176  10.70  0.107  0.107  
排水量 W [ton] 785 0.155  36668.6  36.72  41.6000  
浸水面積 S [m^2] 530.1 1.826  6594.9  0.6595  0.7123  
方形係数 Cb   0.555 0.555  0.810  0.810  0.810  
縮尺比   1／1 1／17.04 1/1  1／100 1／100 
  特徴 
2.7m汐路丸模型 
木製 、透明ラッカー塗装  
ビルジキール、バウスラスター、の噴出孔、乱流促進用スタッド 
1／100幅広コンテナ船
模型 
硬質ポリウレタン   
バルバスバウ、幅のみ 1／100よりも大きくしている 
86 
 
 
Photo. 6.1 2.7m 汐路丸 
 
 
Photo. 6.2 1/100 幅広コンテナ船模型 
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6.1.3 計測装置 
 
 計測には、Fig. 6.2、Photo. 6.3 のように抵抗を計測するための容量 5[kg]のロー
ドセルを付けた一分力計、船首尾変位を計測するためのポテンショメータをそれぞ
れ模型船に取り付け、曳航電車のレール上に設置し、上下揺れ以外の運動を固定し
た。 
航走波の波高を計測するために 3 台の波高計を Fig. 6.4、Photo. 6.4 のように設
置した。設置位置は船体中心線（水槽中心線）から Lpp/2[m]、2[m]、5[m]の位置
であり、それぞれサーボ式水位計、サーボ式波高計、容量式波高計で計測した。 
 以下にそれぞれの計測装置の詳細について記す。 
 
 一分力計、ポテンショメータ（Fig. 6.2） 
一分力計は、一方向にかかる力のみを計測する装置であり、ロードセル、ガ
イドフレーム、伝達軸から構成されている。ここでは、模型船（曳航電車）の
進行方向を x 軸の正方向として、曳航電車が進行することで模型船にかかる荷
重を抵抗として電圧で計測する。また、前後のガイド装置に取り付けられたポ
テンショメータにより、模型船の上下運動の変位をガイド装置を介して電圧で
計測する。模型船に伝達軸を支える台座を取り付け後、伝達軸のロッドエンド
とロードセルをナットでとめ、ガイド装置も船体にナットどめした。キャリブ
レーションには、ロードセルは、プーリーを介して重錘によりワイヤーを引く
という実荷重校正法を実施し、ポテンショメータは、ハイトゲージを用い、ガ
イド装置をビームに対して平行にした常態から上下させること行った。 
 
 サーボ式水位計（Photo. 6.5） 
 この水位計は、検出針の水面からの深さの変化により、検出針の受ける電気
抵抗が変化する。その検出針とアース電極間の抵抗値が常に一定になるように
サーボモータが回転する。サーボモータの回転とポテンショメータを連動させ
て、その変化を出力電圧として取り出し、波高を計測する。キャリブレーショ
ンは、Fig7.2 の上下動装置に容量式波高計を取り付け、これを上下させること
で行った。 
 
 サーボ式波高計（Photo. 6.6） 
この波高計は、針状電極と水の接触抵抗が一定になるように針状電極を取り
付けたロッドをサーボ機構を用いて水位変化に追随させ、これに連動させたポ
テンショメータにてその水位変化を計測し、それを電気信号に変換することで
波高計測を行う。キャリブレーションは、曳航電車の作業用昇降装置を用い、
これを上下させることで行った。 
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 容量式波高計（Photo. 6.7） 
 この波高計は、2 本の平行に張ったテフロン線に電圧をかけ、水の電導性に
より、導線と水が電極となった浸水部の円筒コンデンサーの容量が変化するこ
とを利用して波高を計測するものである。キャリブレーションはサーボ式水位
計と同様の方法で行った。 
 
6.2 実験条件 
 
実験方法として、模型船は前述したように上下動以外の運動を固定し、一分力計
により抵抗を、船首尾ガイド装置に付属するポテンショメータにより、船首尾の上
下変位をそれぞれ計測し、増幅器、データロガーを介し電車上のパソコンに取り込
む。また、模型船が航走することでできる波形をサーボ式水位計、サーボ式波高計、
容量式波高計で計測し、同様に増幅器、データロガーを介して陸側のパソコンで読
み取る。実験装置のブロック図を Fig. 6.5 に示す。 
実験条件として、平水中船速 0.3~1.2[m/sec]で航走したときの抵抗、船首尾変位、
波形を計測する。 
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Fig. 6.2 模型船と一分力計の組み付け 
 
 
Photo. 6.3 模型船と一分力計の組み付け例 
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Fig. 6.4 波高計の設置個所 
 
 
 
Photo. 6.4 サーボ式水位計（奥）、サーボ式波高計（手前） 
 
水槽側壁 
消波板 
通路 
Lpp/2[m] 2[m] 5[m] 
ロープ 
計測点① 
サーボ式水位計 計測点② 
サーボ式波高計 
計測点③ 
容量式波高計 
91 
 
 
Photo. 6.5 サーボ式水位計 
 
Photo. 6.6 サーボ式波高計 
 
Photo. 6.7 容量式波高計 
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Fig. 6.5 実験装置ブロック図 
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6.3 計算方法 
 
 抵抗試験の結果を用いて 2 次元外挿法および 3 次元外挿法により解析を行い、剰
余抵抗係数 rrm、造波抵抗係数ｒwmを算出する。 
計算過程で摩擦抵抗係数を求める際には、レイノルズ数 Rn を用いて 
 
  6.210log6431.0

 RnC f           (6-3-1) 
 
で表わされるシェーンヘルの式を用いる。また、3 次元外挿法で解析を行う際に必
要となる形状影響係数 K については、造波抵抗が低速域でフルード数 Fn に比例す
るとして全抵抗係数を 
   
fmfm
tm
fmtm
C
Fn
aK
C
C
aFnCKC
4
4 1    i.e.    1      (6-3-2) 
 
で表わし、低速域の全抵抗値から最小二乗法により K および定数 a を決定する
Prohaska 法により計算した。それぞれの模型船の結果を Table. 6.1、Fig. 6.6、6.7
に記す。汐路丸模型の形状影響係数は板倉の解析結果 13)にほぼ一致していること
から解析方法および結果に妥当性が得られる。 
 
Table. 6.1  形状影響係数 K 
 
 
 
 
 
本研究では抵抗係数を排水容積∇で無次元化する 
 
23
2
U
R
r



             (6-3-3) 
 
により求める。但し、R は抵抗[kg]、ρは密度[kg・sec2/m4]、∇は排水容積[m3]、
U は船速[m/sec]を表すものとし、以後、抵抗試験で得た抵抗係数を r、前述してき
た数値計算で得た抵抗係数を C で表わす。 
 
 
  K a 
2.7m 汐路丸模型 0.2806 0.4375 
１／100 コンテナ船模型 0.1304 1.025 
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Fig. 6.6 2.7m 汐路丸模型 形状影響係数 K 
 
 
 
 
 
Fig. 6.7  1／100 コンテナ船模型 形状影響係数 K 
 
 
 
0
0.5
1
1.5
2
0 0.5 1
C
tm
/C
fm
 
Fn4/Cfm 
2.7m汐路丸模型  形状影響係数
K＝0.2806 
0
1
2
3
0 1 2
C
tm
/C
fm
 
Fn4/Cfm 
1/100幅広コンテナ船模型 
K=0.1304 
95 
 
6.4  Newman-Sharma 法 
 
 本研究では、実験結果および CIP 法による解析結果により得た造波抵抗係数に
対する比較として波高解析による造波抵抗算定法の 1 つである Newman-Sharma
法（以下、N-S 法）による解析結果を示す。本項では N-S 法の概要について述べ
る。具体的な計算については参考文献 13）を参照して頂きたい。 
 
7.4.1 計算概要 
 
 計算領域のある点における速度ポテンシャルφおよび波形ζが振幅関数 P(θ) 、
Q(θ)を用いて、以下のように表わされるとする。 
 
           





depKQpKP
K
yx
zK
 
2
2
2sec2
0
2
0
0 secseccossecsin,
2
0　  
(6-4-1) 
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2
2
0
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0
0
0
secsecsinseccos, 









  
(6-4-2) 
 
但し、             s i nc o s  yxp           (6-4-3) 
 
20 U
g
K                     (6-4-4) 
 
 (7-4-2)式で表わされるような波形ζを Newman-Sharma の方法に基づき 
 
    dxeyxF xi


  ,            (6-4-5) 
 
のようにフーリエ変換する。(6-4-5)式の計算にあたっては波の積分範囲(積分経路)
を考慮する池畑・野沢の方法を用いる。但し、式中のλはθ方向の角波数[m－1]で
ある。これにより計算された F(θ)と振幅関数 P(θ)、Q(θ)の関係は以下のように
表わされる。 
 
        FyiKUiQP tansecexpcossin 0     (6-4-6) 
 
(6-4-6)式で定義される左辺は、船体から出る波を 1 点の波源（ここでは座標原点）
に集約した場合の振幅関数に対応する関数であって、造波抵抗と密接な関係にあり、
振幅関数 P(θ)、Q(θ)を用いて、造波抵抗係数 Cwを表わすと以下のようになる。
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また、A(θ)は P(θ)、Q(θ)より求めた振幅スペクトラムである。 
       


dAdQP
LppU
R
C ww  
2
0
2
0
322
22
sec
5.0
  (6-4-7) 
 
従って、実際の解析にあたっては、計測で得た波形をフーリエ変換し、(6-4-6)式か
ら振幅関数 P(θ)、Q(θ)を計算し、造波抵抗係数を算出する。 
 
 
6.4.2 Newman の打ち切り修正法 
 
 前述したように、この解析方法では波形 ζ を計測し、それをフーリエ変換すれ
ばよい。しかし、幅の限られた水槽実験では Fig. 6.8 のように、模型船から y だけ
離れた位置で波形を＋∞～－∞まで計測しようとしても、途中から水槽の両端から
の反射が入ってきてしまうために、計測範囲が限定されてしまう。 
 
 
 
Fig. 6.8 水槽実験における反射波の影響 
0 x 
y 
xm x0 
反射波混入 
（実測不可能） 
実測可能 波は存在しない 
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ここで、座標軸を図 Fig. 6.9 のように、船体中央を原点とし、船より前方を x 軸
の正の向きとする。測定開始点を x0、打ち切り修正点を xmとすると、F(θ)は、 
 
   
      dxeyxdxeyxdxex,yς
dxeyxF
m
m
x
ipx
x
x
ipx
x
ipx
ipx


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




,,
,
210
0
0


  (6-4-8) 
 
         0        実測可能         実測不可能 
       船体前方に造波はない フーリエ変換可能  打ち切り修正が必要 
            但し、 sec0Kp   
とみなせる。 
第 3 項の修正法として、Newman が提案した近似波形による打ち切り修正法
を用いる。打ち切り修正点以降の波形を近似的に 
 
     xK
xK
H
yx 0
0
cos,           (6-4-9) 
 
但し、H は打ち切り点振幅、εは打ち切り点位相角とする。 
 この式で求められるζ(x,y)が、打ち切り点 xmでうまく接続できるように、定
数 H、ε を決めてやればよい。打ち切り点としては反射波が入ってくる直前が
理想的であるが、反射波が入ってきたかどうかを見分けにくい場合があるため、
反射波が入る前の山または谷で打ち切るのが良いと考えられる。 
Fig. 6.9 に示す打ち切り修正区間 IB～IE を定め、この間の測定波高を最小自
乗近似して振幅ζm、位相角εmを決定する。また、打ち切り修正点 xmは、 
 
1
2



IEIB
xm              (6-4-10) 
 
と定め、区間 IB～IE の長さは航走波の 2 波長分とした。このようにして求めた
ζmとεmを用いて、xmにおける振幅 Hmを(6-4-9)式より 
 
 mm
m
xxm xK
xK
HH 

  0
0
cos
0
        (6-4-11) 
 
と近似した。以降はこの振幅 Hmと位相角 εmを打ち切り修正点 xmでの値として
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解析を行った。 
 
 
Fig. 6.9  座標軸と打ち切り修正点 
 
 
6.4.3  波のフーリエ変換と振幅関数の計算 
 
 本研究では(6-4-8)式で表わされる波のフーリエ変換 F(θ)を、以下のように垂線
間長 Lpp により無次元化し、2 つの積分範囲①xm≦θ≦x0、②－∞≦θ≦xmにお
いてフーリエ変換を行い、それぞれ F0 (θ)、F1(θ)とした。 
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 (6-4-12) 
 
ここで F0(θ)、F1(θ)の計算結果をそれぞれ、 
 
 
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IR
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
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          (6-4-13) 
 
とする。但し、下添字 R、I はそれぞれ実部と虚部とする。従って、波全体のフー
リエ変換は、 
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(6-4-14) 
 
(6-4-14)式より求めた F(θ)を(6-4-6)式に代入し、振幅関数 P(θ)、Q(θ)を得るた
め以下のような複素関数 H(θ)を設定する。 
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より、 
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これより、P(θ)、Q(θ)を用いて振幅スペクトラム A(θ)は、以下のように表わさ
れる。 
 
         



 3
2322 sec
2
1
sec
2
1
HQPA      (6-4-18) 
 
このようにして求めた振幅関数 P(θ)、Q(θ)および振幅スペクトラム A(θ)を用い
て、(6-4-7)式より造波抵抗係数 Cwを算出する。 
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第 7 章 実験結果および数値計算結果 
 
7.5.1 抵抗試験および波形解析結果 
 
 抵抗試験の結果として、Fig. 7.1～7.2 を示す。Fig7.1 は 2.7m 汐路丸模型の 2
次元外挿法により求めた全抵抗係数 rt、摩擦抵抗係数 rf、そして、3 次元外挿法よ
り求めた造波抵抗係数 rwの結果を、Fig. 7.2 には、同じく汐路丸模型の剰余抵抗
係数 rrおよび造波抵抗係数 rwそして、N-S 法による造波抵抗係数 CwNSを示す。
また、Fig. 7.3 には Fig. 7.1 と同様にして計算した 1／100 コンテナ船模型の全抵
抗係数 rt、摩擦抵抗係数 rf、造波抵抗係数 rwの結果を、Fig. 7.4 には、同じくコン
テナ船模型の剰余抵抗係数 rrおよび造波抵抗係数 rw、N-S 法による造波抵抗係数
CwNSを示す。但し、Fig . 7.2 および 7.4 の N-S 法による造波抵抗係数 CwNSはと
もに波高計②の位置で垂線間長で無次元化した打ち切り修正距離 Xm=5 付近での
造波抵抗係数である。 
 まず、Fig. 7.1 および 7.3 を視ても分かるように、低速域では摩擦抵抗 Rfの影響
が大きく、高速域では造波抵抗 Rwの影響が大きいという一般的な抵抗試験の結果
を得た。また、Fig. 7.2 および 7.4 では、3 次元外挿法により求めた造波抵抗係数
rwと板倉の N-S 法による数値解析プログラムを参考に作成した同解析法の造波抵
抗算定プログラムより求めた造波抵抗係数 CwNSと比べても分かるように航走波解
析により求めた造波抵抗係数である CwNSは、抵抗試験の結果である造波抵抗係数
rrmに定性的にはよく一致しているが、数値的には大きな誤差が生じている。 
 
 
7.5. 2 数値解析結果 
 本来であればここで Fig . 5.8 で示したフローチャートに基づいた数値計算によ
り造波抵抗係数 Cwを算出し、その結果を表示したいところであるが、未だその解
を得るに至っていない。 
そこで、今回は、その計算過程において得た船体周りの等圧曲線の図を示す。
Fig. 7.5 は 650STEP(6.5[sec])後の水面下 2[cm](自由表面を表す格子の 1 つ下方の
格子)における船体周りの等圧曲線を表しており、図の縦軸，横軸はそれぞれ計算
領域の y、x 方向を表し、ここでは船体を中心にそれぞれ約 5[m]の領域での等圧曲
線を表している。但し、凡例中の圧力 1～6 においては高値の数字の圧力ほど高圧
である。 
Fig. 7.5 の等圧曲線から分かるように、船体表面付近で圧力が高く、船体から離
れていくにつれて圧力が小さくなっていく。従って、このような水面下の自由表面
近傍における船体周りでの圧力変動が自由表面での圧力変動、すなわちそれに伴う
造波現象の前兆であると考えられるため、このまま時間ステップを刻んでいけば、
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船体周りに航走波の形状に類似した等圧曲線が描かれると考えられる。 
 
 
 
 
Fig. 7.1  2.7m 汐路丸模型 抵抗試験結果 
 
 
 
 
Fig. 7.2  2.7m 汐路丸模型 抵抗試験結果 
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Fig. 7.3  1／100 コンテナ船模型 抵抗試験結果 
 
 
 
 
Fig. 7.4 1／100 コンテナ船型模型 抵抗試験結果 
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Fig. 7.5  650STEP 移流させた後の水面下 2[cm］における船体周りの圧力変動 
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第 8 章 結言 
 
 本研究では、CIP 法により求めた解を用いて運動量理論に基づき船体に働く造波
抵抗を算定しようとしてきたが未だその解を得るに至ってないため、緒言で述べた
造波抵抗への粘性の影響について結論を出すことができない。しかし、造波現象の
原因ともいえる船体周りでの圧力変動を等圧曲線の形で確認できたことから、今後、
タイムステップを刻んでいけば、船体周りの自由表面での圧力変動による造波現象
の再現を確認できるのではないかと考えられる。 
また、計算領域中において波形計測を実施した位置を含む自由表面を表す格子点
においては、時間ステップで視ると計測波形に近い形の圧力変動が生じるはずであ
る。従って、その時間ステップでの圧力変動に対して Newman-Sharma 法を適用
すれば、圧力変動に対する振幅関数 P(θ)、Q(θ)および振幅スペクトラム A(θ)を
計算することができ、抵抗係数の計算に至ることができると考えられる。 
 さらに、多くの方々から、運動量理論に基づいて造波抵抗 Rw を算出するとした
(4-24)式で求められるのは全抵抗 Rt ではないかというご指摘を頂いた。確かに
(4-24)式の第 4項で粘性係数の影響を加味することで式自体は非圧縮性粘性流体に
対する式となるが、このままでは粘性抵抗の影響を除去できていないこともまた事
実である。しかし、仮に(4-24)式から算出された抵抗値が全抵抗 Rtであるとしたら、
この抵抗値から(6-3-1)のシェーンへル公式等を用いて計算した摩擦抵抗 Rf を差し
引いた値は剰余抵抗 Rrとなる、さらに、この抵抗値の抵抗係数 Ctから摩擦抵抗係
数 Cfに第 6 章で示した形状影響係数 K を考慮した粘性抵抗係数 Cvを差し引けば
造波抵抗係数 Cwが算出される。この計算結果を抵抗試験結果と比較することで粘
性を考慮した(4-24)式の妥当性が得られ、仮にこのような場合において抵抗試験結
果と数値計算の結果が一致していれば、本研究で用いた数値計算が数値水槽に適合
することを表していることになる。 
 最後に、本研究では運動量理論に基づき造波抵抗への粘性の影響を考察するため、
計算領域に直交固定格子を分布させることで CIP-Digitizerにより自由表面を追跡
する CIP 法ベースの計算を行った。しかし、本研究のように、自由表面の変化だ
けではなく、模型船を考慮した場合、模型船形状、特に船首尾部のような曲面部、
を正確に再現することが必要となってくるため、自由表面付近に細かい格子を多数
は配置することが必要となり、全体的に計算負荷が大きくなり、計算機のスペック
頼りの計算になってしまい、大規模計算領域を考慮した数値計算に対して、その利
便性等に疑問が出てくると考えられる。そこで今後は、造波抵抗への粘性の影響に
ついての考察を進めていくと同時に、CIP 法による計算を適用しても計算負荷の少
ない新たな計算方法を開発していく必要がある。 
 
 
105 
 
謝辞 
 
 本論文の作成にあたり、指導教官として直接御指導して頂きました南清和准教授
および庄司邦昭教授、増田光弘助教、実験の実施にあたって適切な助言をいただき
ました三田重雄助手に厚くお礼申し上げます。 
 また、実験の準備、実施にあたり数多くの協力をして頂いた造船学研究室の大学
院生および学部生の皆様に心から感謝いたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
106 
 
参考文献 
 
1. 鈴木和夫：流体力学と流体抵抗の理論、成山堂書店、平成 18 年 
2. 池畑光尚：船舶海洋工学のための流体力学入門、船舶技術協会、平成 5 年 
3. 矢部孝・内海隆行・尾形陽一：CIP 法 原子から宇宙まで解くマルチスケー       
ル解法、森北出版、2003 年 
4. 蔦原道久・渡利實・棚橋隆彦・矢部孝：機械工学最前線 2 CFD 最前線、日本
機械学会、平成 19 年 
5. 肖鋒・伊井仁志・小野寺直幸：計算流体力学 CIP マルチモーメント法による
手法、コロナ社、平成 21 年 
6. 柏木正・胡長洪・久保尚子：CIP 法ベース非線形計算法による船体運動・抵抗
増加の計算、日本船舶海洋工学会講演会論文集 第 10 号 
7. 胡長洪・柏木正：CIP 法を用いた波浪・浮体の強非線形相互作用の数値解析、
日本機械学会 2003 年度年次大会講演論文集（Ⅰ） 
8. 胡長洪：波・浮体の強非線形相互作用に対する数値計算、数値解析研究所講究
録 1543 巻 41-49、平成 19 年 
9. 陸田秀実・河合ひろみ・安田孝志：C-CUP 法による気液界面の直接計算、海岸
工学研究発表会論文集 第 45 巻 
10. 清水文雄・田中和博・畠中清史・重藤博司・清水剛：CCUP 法を用いた水槽内
における気液界面の数値計算、第 15 回数値流体力学シンポジウム Web 公演論
文集 
11. F.Xiao , T.Yabe , T.Ito : Constructing oscillation preventing scheme for ad-
vection equation by rational function, Computer Physics Communications 
93(1996) 1-12 
12. Feng Xiao : A Computational Model for Suspended Large Rigid Bodies in 3D 
Unsteady Viscous Flows, Journal of Computational Physics 155, 
348-379(199) 
13. 板倉輝幸：船舶の造波抵抗における波形解析に関する研究、東京商船大学 修
士論文、平成 9 年 
14. 坪郷浩一：異流輸送の高精度かつ高解像度スキームの開発、山口大学大学院 学
位論文、平成 18 年 
15. 古田展康：CIP 法による弾性間内の流れの解析、北陸先端科学技術大学院大学 
修士論文、平成 10 年 
16. 小西徹：CIP 法を用いた管内流れにおける弾性壁面と流体の三次元解析、北陸
先端科学技術大学院大学 修士論文、平成 15 年 
17. 越塚誠一 著・矢川元基・山川宏 監修：インテリジェントエンジニアリング
シリーズ 数値流体力学、培風館、1997 年 
107 
 
18. 山住富也・森博・小池愼一：理系のための Visual Basic 2005 実践入門、技術
評論社、平成 19 年 
19. 村木正芳、工学のための VBA プログラミングの基礎 Visual Basic for Appli-
cations、学校法人 東京電機大学 東京電機大学出版局 
20. CIP 法入門 
www.astro.phys.s.chiba-u.ac.jp/netlab/summer-school/TEXTBOOK/text2-1.pdf 
21. コンピュータシミュレーションによる流体解析（導入編）｜東京工業大学工学
入門講座 オンライ版 
http://www.eto.titech.ac.jp/contents/sub01/index.html 
22. コンピュータシミュレーションによる流体解析（基礎編）｜東京工業大学工学
入門講座 オンライ版 
  http://www.eto.titech.ac.jp/contents/sub02/index.html 
23. コンピュータシミュレーションによる流体解析（発展編）｜東京工業大学工学
入門講座 オンライ版 
http://www.eto.titech.ac.jp/contents/sub03/index.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
108 
 
 
 
 
 
 
 
 
付録 1 
有理関数 CIP 法の性質と導出法 
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ここでは 2.2 節で示した有理関数 CIP 法の性質と導出について記す。 
 まず、有理関数とは、 
 
 
 xQ
xP
xf   
のように分母および分子が多項式で表わされる関数であり、分母≠0 であるすべて
の x の範囲からなるという性質を持つ。 
この有理関数の考え方を CIP 法の補間関数を変更の代わりに利用する。 
2.1 節の 1 次元 CIP 法と同様に、隣り合う 2 点[i、i＋1]間の格子内部のプロファ
イルを表す関数 F(x)が 
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という一種の有理関数の形で表わされ、その値と 1 階微分値が 
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という連続的な条件を満たしているとして、(1)式中の 4 つの未知数 bi、ci、diおよ
び B を、x=xiおよび x=xiupの 2 点で(2)式の条件から求める。 
 まず(1)式の 1 階微分を、 
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とする。x=xiのとき、 
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x=xiupのとき、 
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(5)式より、 
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ここで、   
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(7)  とすると、 
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また、(6)式についても同様に biについて解くため、左辺を、 
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さらに右辺を 
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ゆえに、(6)式は、 
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従って、(8)、(9)式より、 
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この式から B についてまとめると、 
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より、 
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よって、 
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ここで、iup、D は 2-1 節と同様に 
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である。
 
 このようにして各未知数が定義される有理関数の形で表わされる補間関数 F(x)
の特徴を確認するため(1)式の 2 階微分を考えてみる。まず前述した F(x)の 1 階微
分を 
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と表わすと、2 階微分は、 
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この 2 階微分の式においてその分子は、 
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       
          
          
   
     
   BgbxxB
xxBBgxxBb
xxBgBgxxBbb
xxBgBgxxBbxxBbxxBbxxBb
xxBbxxBbxxBbxxBbxxBbb
xxBBgxxBbxxb
xxBxxBxxBbb
n
iii
i
n
iii
i
n
i
n
iiii
i
n
i
n
iiiiiiiii
iiiiiiiiiii
i
n
iiiii
iiiii







12
1212
2222
222244  
242242
222
2122
2
2332222
332222
22
22
　
　　　　　　　　　　　　　　　
 
従って、2 階微分は、 
 
     
  
 
  34 1
2
1
12
i
n
ii
i
n
iii
xxB
Bgb
xxB
BgbxxB
dx
xdF
dx
d











 
 
さらに分子、分母を以下のように変形する。 
 
   
 
 
 
 SgD
gS
Sg
gS
D
gS
gS
D
SggS
D
gS
gSB
D
gS
Bg
D
g
SB
D
S
Bgb
n
iup
n
i
n
iup
n
i
n
in
i
n
iup
n
i
n
i
n
i
n
in
i
n
in
ii

















































 




















2
2
112
1
2
222
 
  
 
 
 
33
3
1
1
11







 



























 

D
xx
Sg
SggS
xx
D
SggS
xxB i
n
iup
n
iup
n
i
i
n
iup
n
i
i  
 
ゆえに、2 階微分は、 
 
   
  
 
 
 
3
2
3
1
2
1
2







 






















D
xx
Sg
SggS
SgD
gS
xxB
Bgb
dx
xdF
dx
d
i
n
iup
n
iup
n
i
n
iup
n
i
i
n
ii
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 
       
 
   
    
   
     
   
        
   
      3
222
3
222
3
222
3
3
222
2
2
33
2
2
2
2
2
1
2
                    
i
n
ii
n
iup
n
iup
n
i
i
n
iupi
n
i
n
iup
n
iup
n
i
i
n
iup
n
i
n
iup
n
iup
n
i
in
iup
n
i
n
iup
n
iup
n
i
in
iup
n
i
n
iup
iup
n
iup
n
i
xxgSxxDSg
DSggS
xxSgxxgSDSg
DSggS
xxSggSDSg
DSggS
D
xx
SggSSgD
DSggS
D
D
D
xx
SggSSg
Sg
SgD
gS














 









 











 
 
よって、(1)式の 2 階微分は、 
 
     
      3
2222
i
n
ii
n
iup
n
iup
n
i
xxgSxxDSg
DSggS
dx
xdF
dx
d








 
 
この式から考えても分かるように、有理関数において分母は常に正となるので、分
母に着目し、区画[x,xiup]の任意の点 x に対して、 
 
（条件①） 
iupi xxx   であれば、





0
0
i
iupiiiupi
xx
xxxxxxxxD
 より、 
   
   



















n
iup
n
i
n
iup
n
i
gSg
dx
xdF
dx
d
gSg
dx
xdF
dx
d
          0
          0
 
 
このとき有理関数は凹凸の性質を持つことを表す、すなわち、元データ（初期条件
として与えるデータ）が凹（凸）であれば、（1）式の有理関数で補間された値も必
ず凹（凸）となるといえる。 
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（条件②） 
iiup xxx   であれば、





0
2
i
iupiiiupii
xx
xxxxxxxxxD
 より、 
   
   



















n
iup
n
i
n
iup
n
i
gSg
dx
xdF
dx
d
gSg
dx
xdF
dx
d
          0
          0
 
 
が常時満たされているとは限らず、[x,xiup]の区間内の点において分母が 0 に収束し、
計算結果が破綻してしまう場合がある。 
 
このように（条件②）による破綻を防ぐために、 (1)式を次のような有理関数に
修正する。 
 
 
     
 i
iiiiiii
xxB
dxxcxxbxxa
xF



1
23
          (11) 
 
但し、B は（条件②）による破綻を防ぐために、 
 
D
Sg
gS
B
n
iup
n
i











 1
                    
(12) 
 
と改めと定義する。ここで B は(10)式のように決定されているので、B を(11)式に
代入し、再び、(2)式で表わされる条件より残る 4 つの未知数 ai、bi、ci、diを求め
る。 
 まず、(11)式の 1 階微分を 
 
         
  
        
  2
23
2
2
1
1
123
i
iiiiiii
i
iiiiii
xxB
Bdxxcxxbxxa
xxB
xxBcxxbxxa
dx
xdF










　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
(13) 
 
とする。x=xiのとき、 
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  niiii fddxF         i.e.       　                   (14) 
  n
i
n
ii
n
i
n
iiii BfgcgBfcBdc
dx
xdF
         i.e.       
             
(15) 
 
x=xiupのとき、 
 
 
 
  n
iup
n
i
n
iii
n
i
n
i
n
iii
n
i
n
i
n
iiiiiii
i
f
BD
fBDDgDbDa
BD
fBDfDgDbDa
BD
fDBfgDbDa
BD
dDcDbDa
xF




















1
1
1
11
2323
2323
 
(16) 
 
         
 
         2232
2
232
1123       i.e.       
1
123
BDgBdDcDbDaBDcDbDa
g
BD
BdDcDbDaBDcDbDa
dx
xdF
n
iupiiiiiii
n
iup
iiiiiii








(17) 
 
(14)～(17)式を用いて残る未知数を ai、bi求める。 
 まず、(16)式より biを求める 
 
 
    ni
n
iiiupi
n
i
n
ii
iup
i
fBDDgDaBDfDb
BD
fBDDgDa
f
BD
Db









11
1
1
1
32
32
 
 
従って、 
 
       
   
DaBS
D
gS
D
g
DaBS
D
S
D
g
DaS
D
BD
D
g
Da
D
ff
D
BD
D
g
Daff
D
BD
D
fBD
D
g
Da
D
BDf
b
i
n
i
n
i
i
n
i
i
n
i
i
iiup
n
i
iiiup
n
i
n
i
i
iup
i












 












i
222
b      i.e.
11
111
　　　　　　　　　　　　　　
　　  
(18) 
 
(17)式の左辺は、 
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       
     
   
   
     
    niii
n
i
n
i
n
iii
iiii
iiii
iiii
iiiiiiiiii
iiiiiii
gDBDbDBDa
BfBfgDBDbDBDa
BdcDBDbDBDa
BdcBDDbBDDa
BdBDBDcBDBDDbBDBDDa
BdBDcBDbBDaBDccBDbDbBDaDa
BdDcDbDaBDcDbDa














223
223
223
223
12233
2233
123
2
2
2
232
22332
23232
232
 
 
(17)式の右辺は、 
 
     BDBDggDBBDgBDg niupniupniupniup   2211 222
2
 
 
従って、(17)式は、 
 
     BDBDgggDBDbDBDa niup
n
iup
n
iii   2223
2  
 
と変形でき、この式から biについて解くと、 
 
     
      2
2
232
2322
DBDaBDBDggg
gDBDaBDBDggDBDb
i
n
iup
n
i
n
iup
n
ii
n
iup
n
iupi




 
より、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
BD
BDDa
DaBg
DBD
gg
BD
DBDa
BD
DBDa
Bg
DBD
gg
BD
DBDa
Bg
DBD
gg
DBD
DBDa
DBD
BDBDg
DBD
gg
b
i
i
n
iup
n
i
n
iup
iin
iup
n
i
n
iup
in
iup
n
i
n
iup
i
n
iup
n
i
n
iup
i

















































2
1
2
2
1
2
2
2
2
23
2
2
23
2
2
2
2
 
(19) 
 
ゆえに(18)、(19)式より 
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 
 
BD
BDDa
DaBg
DBD
gg
DaBS
D
gS i
i
n
iup
n
i
n
iup
i
n
i












2
1
2  
 
となり、これを整理すると、 
 
 
       BDDaBDBDgggBDBDSgS
BD
BDDa
BDg
BD
gg
BDSgS
i
n
iup
n
i
n
iup
n
i
in
iup
n
i
n
iupn
i













122
2
1
2
2
2
 
 
ここで、 
 
     
   
     
     
    nini
n
i
n
i
n
i
n
i
n
i
n
i
n
i
n
i
n
i
n
i
ggBDSSBD
gBDgBDBDSBDS
gBDggDBSBDSBDSS
BDggDBSBDSBDSS
DBSBDgBDSBDSgS
BDBDSgS












21
1112
22
222
222
2
222
222
222
左辺
 
 
     
    
   
     
    niiniupniup
n
ii
n
iup
n
iup
i
n
iup
n
iup
n
i
n
iup
i
n
iup
n
i
n
iup
i
n
iup
n
i
n
iup
gDaBDggBD
gBDDaBDBDgBDg
BDDaBDBDgBDggg
BDDaBDBDggg
BDDaBDBDggg





2
2
2
2
2
1
111
11
111
12




右辺
 
 
より、 
 
       
2
2
2     i.e.                                                            
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DaBDgggBDSS
gDaBDggBDggBDSSBD
i
n
iup
n
iup
n
i
n
ii
n
iup
n
iup
n
i
n
i




 
 
ゆえにこの式より aiについて解くと、 
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 
       
     2
2
1     i.e.                                                              
111
12
DBDSgSga
BDSgSggSBDSBDg
gBDSSSBDggBDSSBDggDa
n
iup
n
ii
n
iup
n
i
n
i
n
iup
n
i
n
iup
n
i
n
iup
n
iupi






　　　  
(20) 
 
よって、あらためて(11)式中の未知数についてまとめると、 
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ここで、αは 2.2 節でも述べたように switching パラメータであり、α∈[0,1]とな
る。 
従って、Δt 秒後の次のステップ（n+1 ステップ目）の関数値および微分値は、
CIP 法と同様に、このプロファイルを uΔt だけ移動したものであるといえるので、
(2-1-13)、(2-1-14)式同様に、 
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但し、 tu       (24) 
 
ここで示してきた式において、α＝0 とすると(11)式は 3 次補間関数、すなわち、
通常の CIP 法に戻る。このことは(21)~(23)式においてもα=0 とするとそれぞれ
(2-1-12)~(2-1-14)式になることからも分かる。さらに、 iupi gSg  あるいは
 iiup gSg  であるとき、(11)式は、(1)式に戻るともいえる。 
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付録 2 フローチャート 
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サブプロシージャ MainDataIN フローチャート 
 船型の選択（汐路丸 or 河田丸） 
 CIP 法の選択（CIP 法 or R-CIP 法） 
R-CIP 法の場合⇒αの値の決定 
（α=1 or 0 ） 
 静定船速[m/sec]の入力 
dx0 , dy0 , dz0 , NX , NY , NZ 
μa , μw , ρa ,ρw, 
Ta , g , R , P0 , KW , ganma 
dt , nlast , time 
DispW , DispV , B , S , Draft , FB , xm , ym , zm 
の値の決定 
Sub InitialCalAreaSet 
Sub InitialValueSet 
Sub MainDataIN（n） 
END Sub 
密度関数の初期
条件の決定 
各物理量の値および空間
1 階微分値の初期条件の
決定 
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サブプロシージャ MainActivation フローチャート 
 
 
 
サブプロシージャ MainNonActivation フローチャート 
 
Sub NonActivationValue 
Sub NonActivationDev 
Sub  MainNonActivation（n） 
END Sub 
非移流項の計算 
(n+1 ステップ目の値の計算) 
非移流項の計算 
(n+1 ステップ目の空間 1 階
微分値の計算) 
Sub Activation1 
Sub ActivationStep2 
Sub ActivationStep3 
Sub Lagrangian2and3 
Sub MainActivation ( n) 
END Sub 
Sub LNandST 
移流項の計算の Step1(n→*/3) 
移流項の計算の Step2(*/3→2*/3) 
移流項の計算の Step3(2*/3→*) 
*ステップ目の密度関数φ2*、φ3*の
計算 
局所的数値等の計算 
表面張力の計算 
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サブプロシージャ MainPoisson (SOR Method) フローチャート 
 
Sub Poisson(n) 
判ε=10^(-5) , ω 
=1.3 , 
SORMAX=2000 
る変数の宣言 
0NO 
収束判定条件 
（収束誤差が収束判
定値未満か又は p が
最大判定回数に達し
ているかどうか） 
収束判定条件ε、緩和係数ω、SOR 法
の最大反復回数 SORMAX の値の設定 
p=1 における Pri,j,kpの値
を＊ステップ目の圧力値
とする 
InitialPr 
POISSON 
ε>Err  or 
p=SORMAX 
YES 
Np1PressBoundary 
Sub MainVolu-
meCorrect(n) 
変数の宣言 
ε=10^(-5) , ω=1.3 , SORMAX=2000 
For p=1 to SORMAX 
Next p 
NO 
END Sub 
収束判定条件 
（収束誤差が収束判定値未満か
又は p が最大判定回数に達して
いるかどうか） 
 
<n+1 ステップ目の圧力の境界条件> 
収束判定条件を満たした時の p+1 ス
テップ目の真の圧力値を圧力に関す
るポアソン方程式のとして n+1 ステ
ップ目の圧力値とする。 
圧力に関するポアソン方程式
の計算 
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サブプロシージャ MainVolumeCorrect フローチャート 
 
Sub MainVolumeCorrect(n) 
Sub CellDecide(n) 
Sub VolumCorrect(n,relaVerr) 
Sub MassCorrect(n,relaWerr) 
For p=1 to ReMAX 
変数の宣言 
ε=10^(-5) 
ReMAX=10 
収束判定条件ε,最大反復回
数 ReMAX の値の設定 
収束判定条件 
（体積および質量の相対誤差
が収束判定値を下回っている
か又は p が最大判定回数に達
しているかどうか） 
YES 
END Sub 
(ε>relaVerr  
andε>relaMerr) 
  or   
p=ReMAX 
Next p 
NO 
質量補正 
体積補正 
格子における
物性の決定 
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サブプロシージャ MainWMR フローチャート(1) 
For k=2 to NZ 
For j=2 to NY 
GridS or GridK 
i=2 , z=zSt 
y=y+dy 
Next j 
 
z=z+dz 
Next k 
z>0 
R1s=(0×dydz)+R1s 
R1p=(0×dydz)+R1p 
R1s=(ρi,j,kUs2dydz)+R1s 
R1p=(Pri,j,kdydz)+R1p 
y=ySt 
YES 
NO 
Sub MainWMR ( n) 
R1p , R1s 
変数の宣言 
i=NX , z=zSt 
無限遠前方における船体表面から生
じる抵抗 R1s、および、圧力により
生じる抵抗 R1p の初期値 
R2p=0 , R2s=0  
無限遠後方における船体表面
から生じる抵抗 R2s、および、
圧力により生じる抵抗 R2p の
初期値 
無限遠前方における船体表面
から生じる抵抗 R1s、および、
圧力により生じる抵抗 R1p 
R1p=0 , R1s=0  
1 
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サブプロシージャ MainWMR フローチャート(2) 
φ1i,j,k > 0.5 
and Dri,j,k<>0 
GridS or GridK 
R2s=(ρi,j,kui,j,k2dydz)+R2s 
R2p=(Pri,j,kdydz)+R2p 
R2s=(0×dydz)+R2s 
R2p=(0×dydz)+R2p 
z=z+dz 
Next k 
y=y+dy 
Next j 
 
NO 
YES 
Rw 
Cw , CwD , CwS 
Us , Cw , CwD , CwS 
END Sub 
For j=2 to NY 
R2s , R2p 
造波抵抗 Rw の計算 
(運動量理論に基づく) 
造波抵抗係数 
Cw、CwD、CwS 
の計算 
y=ySt 
無限遠後方における船体表面
から生じる抵抗 R2s、および、
圧力により生じる抵抗 R2p 
For k=2 to NZ 
1 
